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はじめに 

渋谷区基本構想では、渋谷区の未来像を「ちがいを ちからに 変える街。渋谷区」として掲げて

います。「ダイバーシティ＆インクルージョン」、すなわち多様性をエネルギーに変えていくこと。

人種、性別、年齢、障害の有無などを超えて混じり合い、支え合い、それぞれが持つ力を発揮する

ことで、様々なちがいは未来を動かす力になります。 

渋谷区が目指す街づくりが基本構想にビジョンとして掲げられています。「それぞれの成長を、

一生よろこべる街へ」「あらゆる人が、自分らしく生きられる街へ」「思わず身体を動かしたくなる

街へ」「人のつながりと意識が未来を守る街へ」「愛せる場所と仲間を、誰もがもてる街へ」「あらた

な文化を生みつづける街へ」。 

これらの｢街｣を「学校」に置き変えると、区立学校施設の目指すべきビジョンが自ずと現れます。

行きたい学校がある街には、人は住みたくなります。人権に配慮し、子供だけでなく、学校に集う

人々の尊厳が守られていて、誰もが行きたくなる学校、安心していられる学校、「選ばれる区立学

校・幼稚園」づくりは、渋谷区の街づくりに通じます。 

本計画は、公共施設等の老朽化対策が大きな課題となっている中、地方公共団体においては令和

２年度までに学校施設の個別施設計画（長寿命化計画）を策定するよう国から求められており、渋

谷区立の小・中学校及び幼稚園施設について、現状の把握・分析に基づき、今後の維持保全の方向

性を検討するとともに、ライフサイクルコスト、保全優先度を勘案した長寿命化計画を策定したも

のです。「選ばれる区立学校・幼稚園」を目標に、目指すべき学校施設像を追求しながら、学校施設

のハード面の大きな課題である老朽化対策の今後の方向性を示しました。 
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第１章 学校施設長寿命化計画の目的等 

１ 計画策定の背景と目的と位置づけ 

公共施設等の老朽化対策が大きな課題となっている中、地方公共団体においては 2020(令和２)

年度までに学校施設の個別施設計画（長寿命化計画）を策定するよう国から求められています。 

本計画は、渋谷区立の学校施設の老朽化が進む中、教育委員会が所管する小・中学校及び幼稚園

施設について、現状の把握・分析に基づき、今後の維持保全の方向性を検討するとともに、ライフ

サイクルコスト、保全優先度を勘案した学校施設の長寿命化計画を策定するものです。 

 

【図表 1-1 計画の位置づけ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 計画の期間 

2021(令和 3)年度から 2050(令和 32)年度までの 30 年間を長期計画期間とし 2030(令和

12)年度までを中期計画期間とします。また、保全優先度を踏まえた直近 10年間の中長期保全計

画を併せて策定します。 

３ 計画の対象範囲 

小学校 18校、中学校 8校及び幼稚園 5園、総延床面積 170,550㎡を対象とします。 
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（幼稚園）
• 区立幼稚園全３園での預かり保育の継続実施
（学校教育の充実）
• ICT教育の推進（H29.9児童生徒１人１台タブ

レット端末配布）
• しぶやイングリッシュ（小学生対象）でのALT

配置、小中連携、教員研修の充実
• しぶやイングリッシュ（中学生対象）でのALT

配置、GTEC実施
• ダイバーシティ、インクルージョン教育
• 学校・家庭・地域の連携（地域学校協働本部の

設置、地域コーディネーターの配置）
• 放課後クラブの設置、民間企業等を活用した有

料プログラムの導入

上位計画・関連計画
主な把握内容

示されている課題・方針
検討すべき視点

渋谷区実施計画
（令和2年3月）

教
育

ICT教育の推進(1人
1台タブレット)

英語教育の充実

区
政
運
営

（公共施設等の総合的かつ計画的な管理）
• 個別施設計画の策定、公共施設等総合管理計画

の充実

学校・家庭・地域
の連携（地域学校
協働本部、地域  
       の設置）

放課後クラブ設置
有料プログラムの
導入

第２章 目指すべき学校施設像 

１ 上位・関連計画 

本計画の上位計画である渋谷区実施計画（2020（令和 2）年 3月）では、目指すべき学校施設

像に関連する事項として、「学校教育の充実」があげられており、ICT 教育の推進や英語教育の充

実、ダイバーシティ＆インクルージョン教育、学校・家庭・地域の連携、放課後クラブの設置・民

間企業等を活用した有料プログラムの導入等が示されています。 

また、渋谷区公共施設等総合管理計画（2016（平成 28）年 12月）では、学校施設の方向性

についての具体的な記述はありませんが、区全体で保有する総延床面積 50.6万㎡のうち、学校教

育施設が 17万㎡、33.6%の割合を占め、一番保有量の多い施設分野となっている点や、今後 40

年間の建物施設の費用総額が 2,635 億円にのぼり、財政負担の平準化が必要である状況が指摘さ

れています。そのための取組として、安全確保や長寿命化、資産総量の適正化、総合的かつ計画的

な管理などが示されています。 

 また、関連計画として、渋谷区の教育のあり方を示している、渋谷区教育大綱（2020（令和 2

年）1月）では、４つの基本方針が掲げられている中、基本方針３「「未来を生きる子どもを育む

学校づくり」と「区民の教育参加」の推進」では、「教員の働き方を見直し、教員にしかできない

教育活動に全力を傾け、新しいことにもチャレンジをしていく機会が得られるように」すること、

「放課後や休日なども含めて、コミュニティの拠点である学校へ地域のあらゆる人材が参画できる

体制により、子どもの育みを支えるとともに、地域交流を推進」することなどが示されています。 

 コミュニティの視点からは、渋谷区まちづくりマスタープラン（2019（令和元）年 12月）で

は、５つの地域区分を設定し、地域毎のまちづくりの方針を示しています。 

 

 

【図表 2-1 上位・関連計画】 
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渋谷区公共施設等
総合管理計画

（平成28年12月）

• 保有施設数271施設、総延床面積50.6万㎡

• 学校教育施設が一番多く、17万㎡、33.6%

• 築後30年経過した施設が54%

• 投資的経費は年毎の変動が大きいため、財政負担
の平準化が必要とされている。

• 道路年平均5億円、橋梁年平均2億円

• 過去10年間の投資的経費平均97億円

• 点検・診断等の実施

• 修繕・更新等の実施（施設の必要性の検討）

• 安全確保の実施

• 耐震化の実施

• 長寿命化の実施

• 資産総量の適正化の実施

• 総合的かつ計画的な管理の実施

投資的経費は年毎
の変動が大きいた
め、財政負担の平
準化が必要とされ
ている。

実
態
・
課
題

10
年
間
の
取
組
み

施設の状況、過去
の経費平均や今後
の改修・更新費用
等の分析を行った
上で、学校施設を
含む整備方針を定
めている。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

上位計画・関連計画
主な把握内容

示されている課題・方針
検討すべき視点

渋谷区教育大綱
（令和2年１月）

＜４つの基本方針＞
1. 「人権尊重の精神」と「社会貢献の精神」の育

成

2. 「生きる力の育成」と「個性の伸長」を目指す
教育の推進

3. 「未来を生きる子どもを育む学校づくり」と
「区民の教育参加」の推進
⇒教員の働き方の見直し

教員にしかできない教育活動に全力を傾け
いじめ、不登校へ丁寧に向き合える支援体制
コミュニティの拠点である学校へ地域のあら
ゆる人材が参画できる体制

4. 「生涯学習」と「文化・芸術・スポーツ」の推
進

教員の働き方見直
し
      の拠点であ
る学校
地域の参画

まちづくり
マスタープラン
（令和元年12月）

（地域別まちづくり方針）

• ５つの地域区分の設定：笹塚・幡ヶ谷・初台・本
町地域、代々木上原・代々木八幡・参宮橋地域、
代々木・千駄ヶ谷・神宮前地域、渋谷駅周辺地域
代官山・恵比寿・広尾地域

５つの地域区分を
設定し、地域毎の
まちづくり方針を
定めている

方
針
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推進したい施策 施策を達成するための場所等

地域との連携、コミュニティスクール活動の推進
地域の方との面談できる場所の確保（会議室等）、コミュニティルームの設置、
ファシリテータ等の常駐、地域学校協働本部の設置

地域人材の活用、外部の学校・企業・団体との連携
地域人材を活用した事業実施場所の確保（和室・防音設備等）、バリアフリー等
の整備、老朽化対応

地域との共生、地域に開かれた学校
学校図書館機能の強化・地域図書館との統合、学習センターと読書センターを機
能分離し読書センターを地域開放
開放型屋内温水プールの設置　　その他地域公共施設の併設

読書活動の推進 区内小・中学校で規格統一した図書管理システムの導入、バーコード化

ICTの活用、情報活用教育の推進
外部団体等との連携、タブレットの性能向上、タブレット端末へのアプリ導入、プロ
グラミング教育用スペースの確保

理数教育、英語教育等の推進
対応設備・室の設置、習熟度別少人数指導等のためのスペースの確保、飼育・
展示スペース、簡易プラネタリウム、大学との連携

自然体験 ビオトープ・水田・花壇の設置、老木の植え替え、校庭の芝生維持

特別支援教育、インクルーシブ教育の充実 特別支援スペースの確保、常時稼働可能な室・スタッフの確保

渋谷シティプライドの育成 校歴室の設置

防災機能の充実
避難所機能の充実、外部からの避難動線の確保、備蓄倉庫の確保、要介護者・
ペット受入れ可能な施設

放課後の子供たちの居場所づくり
放課後クラブ活動の場所の確保、地域の方の協力を得ながら放課後居場所づく
り、生徒間の交流サロンの設置

豊かな心の醸成等 カウンセリング用スペース、学年集会等に利用可能なスペース確保

教員の働き方 教師の休憩室・更衣室の確保、学習支援員・介助員の人材・予算確保

２ 学校アンケート結果 

目指すべき学校施設像を検討するための一環として、各小・中学校の学校長に対して、今後推進

したい施策と施策を達成するために求められる場所等について、アンケート調査を実施しました。

今後推進したい施策としては、地域との連携や ICTの活用、特色ある教育の推進、特別支援教育の

充実、放課後の子供たちの居場所づくり、教員の働き方等があげられました。 

 

【図表 2-2 学校アンケート結果（まとめ）】 
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３ 渋谷区立学校の在り方検討委員会での審議 

2020（令和 2）年 6月に設置された渋谷区立学校の在り方検討委員会では、学校施設の目指

すべき姿について、主に二つのポイントについて議論が成され、基本的な方向性としては、①安

全性の確保、②学習環境・生活環境の向上、③地域とともにある学校施設づくり、④今後の教育・

学校の在り方の４点に集約されました。 

 

【図表 2-3 渋谷区立学校の在り方検討委員会資料より抜粋】 

 

ポイント１ 学校施設の機能維持・機能向上 

（１）安全性の確保・生活環境の維持・向上 

 

学校は、児童・生徒が一日の大半の時間を過ごす学習・生活の場であるため、安全・安心かつ快適な施設環境を確保

することが必要です。放課後での活動も含めて、児童・生徒が毎日行きたくなる魅力ある学校であるよう、安全性や快

適性に配慮する必要があります。また、年齢や障がいの有無にかかわらず誰もが学校施設を利用できるよう、ユニバー

サルデザイン化の検討も必要です。 

 

    

  

 

 

 

（２）避難所としての防災機能の確保 

 

学校は、児童・生徒の教育施設であるだけでなく、地域の防災拠点や避難所としての役割も果たします。子供から高

齢者まで、災害時に避難する場所としての視点から、他自治体の事例等を参考に検討します。 

 

（３）時代のニーズに応えた教育環境 

（これからの小・中学校において充実すべき施設機能） 

 

老朽化対策はもとより、渋谷区基本構想に掲げる「ダイバーシティとインクルージョン」の理念を踏まえつつ、ＩＣ

Ｔの活用を含めた多様な学習方法や児童・生徒への対応等、これからの時代に適した教育環境について検討します。 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

◆施設整備の優先順位について 

１． 落下した場合、危険な外壁改修 

２． 老朽化したエアコンの更新 

３． 大規模改造（屋上防水、配管類更新、床材改修、給食室改修等）の計画的な実施 

４． トイレの環境改善（洋式化、配管設備改修等） 

 

 

１． 「ダイバーシティとインクルージョン」（バリアフリー・ユニバーサルデザイン等） 

２． ＩＣＴを活用できる施設整備  

３． 教職員の働く場としての機能向上 

４． 地域との連携・協働の促進、コミュニティスクール 

５． 変化に対応できる施設整備（学校施設を長く使いこなすための施設整備） 

視点 

視点 
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 ポイント２ 地域の拠点としての学校施設づくり 

公共施設との複合化、プールや図書館などの共用・集約化等 

 

学校は、生涯スポーツ等の場としての役割も果たします。地域コミュニティの拠点としての視点から、他自治体の

複合施設の事案を参考に検討します。  
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

１．長期的視点から、公共施設の更新・統合・長寿命化を行い、財政負担の軽減・平準化と 

最適な配置が必要。   

２．複合化に当たっては、多様な世代との交流や地域コミュニティの強化につながることが 

必要。 

３ 多様な人々の利用に応じた防犯・安全機能の確保に十分配慮することが重要。 

４．複合施設の場合、各施設間の相互利用や共同利用が進められるため、施設管理の組織や 

運営方法に適した機能や配置の検討が必要。 

５．子供や地域住民が学ぶ環境として、地域が育んできた歴史や文化、社会へ配慮すること 

も重要。 

６．【都市部ならではの検討事項】人口急増地域への対応、建替えの土地の制限。 

 

視点 



 

7 

 

４ 学校施設の目指すべき姿 

学校施設は、教育活動を行うための基本的かつ重要な要素の一つであり、児童・生徒のより豊か

で発展的な学びを保障していくためには、充実した施設環境を確保していくことが求められます。  

同時に、学校施設は、地域住民等の多くの人々が関わる施設です。渋谷区基本構想では、未来像

を「ちがいをちからに変える街。渋谷区」としており、多様性をエネルギーに変えていくダイバー

シティ＆インクルージョンが掲げられています。人種、性別、年齢、障がい、様々なちがいは未来

を動かす力となります。人権に配慮し、子供だけでなく、学校に集う人々の尊厳を守る学校づくり

も求められるなど、時代の変化に応じた整備を実施していく必要があります。  

一方、本区の学校施設は、1960年代から 1970年代にかけての児童・生徒数の急増時に建設

されたものが多数あり、その施設の約 75％が建築後 30年以上を経た現在、建物内外部や設備配

管機器等の老朽化が進んでおり、これらへの対応が求められています。 

さらに、本区の児童・生徒数が 2025 年をピークに減少に転じる予測であることを勘案し、学

校環境の整備を実施する必要があります。このような中で、本区では、施設の安全性の確保を第一

とし、さらに、時代の要求に応じて、学習環境や生活環境の向上、地域との連携・協働等も見据え

ながら、学校施設づくりを進めていきます。このため、下記のとおり「学校施設の目指すべき姿」

を掲げ、今後の環境整備に取り組んでいきます。 

 

１  安全性の確保  

（１）建築物としての性能向上 

〇 学校施設は、児童・生徒や教職員が使用するだけでなく、地域の拠点として多くの人が集う

場です。このため、事故や事件等が発生することのない、安全・安心な環境を整えることが不

可欠であり、施設・設備の老朽化対策はもとより、安全性及び機能の確保・強化に取り組み、

安全・安心な学校施設を目指します。  

〇 安全性の確保として、構造体の耐震化だけでなく、天井や外壁等の非構造部材やブロック塀

などの工作物を含め、学校施設全体の安全性を高めていくことは引き続き重要であり、このた

め老朽化対策や維持管理をしっかりと行っていくことが重要です。 

また、児童・生徒や地域住民等の多様な人々が利用することを踏まえ、利用形態に応じた事

故の発生防止や防犯機能（ＩＤ管理、人的配置等）の確保、地域等に開放するエリアを明確に

区分した計画にするなどの配慮も重要です。 

（２）防災拠点としての機能強化 

〇 学校施設は、災害時における地域の避難所として重要な役割を担っており、その役割を十分

に果たしていくためにも、避難所としての防災機能を一層強化していくことが必要です。トイ

レや備蓄倉庫、情報通信設備、電力等の確保を図るとともに、災害時には地域住民にも開放す

ることも想定し、避難所機能を前提としたレイアウトやセキュリティの確保、人権への配慮に

ついても考慮することが重要です。また、障がい者に配慮したトイレやエレベーターの設置等、

ユニバーサルデザインの採用やバリアフリー化を行い、利用者すべてに優しい学校施設として

いくことが必要です。 

例えば、避難所として使用される屋内運動場等から車椅子使用者用トイレに円滑にアクセス

できるよう、車椅子使用者用トイレや経路を適切に整備したり、建物内部だけでなく、建物間
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や駐車場から建物までの経路等も含めて学校内の円滑な移動が確保できるようバリアフリー

化を目指すことも重要です。 

 

 ２  学習・生活環境の向上  

（１）学校施設の多様性を踏まえた機能性・利便性の向上 

〇 放課後も含めて、児童・生徒の生活の場である学校施設には、特別な支援を必要とする児童・

生徒に対しても、安心かつ快適な環境であることが求められます。生活様式の変化や社会の多

様性を踏まえ、また、ICTの活用も図りながら、機能性や利便性を高めることが重要です。 

（２）インクルーシブ教育の推進 

〇 インクルーシブ教育の推進に向けて、施設のバリアフリー化や誰もが使いやすいユニバーサ

ルデザインの考え方を一層進めていく必要があります。「高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律」の改正及び文部科学省「学校施設バリアフリー化推進指針」改訂等を踏

まえ、障がいの有無に関わらず、誰もが利用しやすいように整備するとともに、子供たちが一

緒に学んでいくために教室配置等の動線を工夫し、児童・生徒が円滑に移動できるだけでなく、

自然に交流が生まれる計画とすることが重要です。 

また、新学習指導要領に基づき、小・中学校で心のバリアフリー※１教育が実施されることを

契機に、誰もが子供の頃から心のバリアフリーを意識することができるよう推進する必要があ

ります。 

（３）主体的・対話的で深い学びを支援する学習空間 

〇 これからの子供たちは、未来を予測することが困難な社会を生き抜いていく必要があります。

そのために、基礎基本となる知識の定着を図り、知識の応用力、活用力を育むとともに、発達

段階に応じて自ら学び成長し続け、他者と協力して新たな価値観を創造し、自律的に自分の未

来を切り開いて生きていくための力を育む教育が必要です。   

今後の施設整備に当たっては、こうした学びに対応できる学習環境の整備が求められていま

す。例えば、フリースペースやラーニングスペースなど、個人や協働で、主体的かつ自由に、

自ら学び、考え、判断したことをかたちにすることや、課題発見・調べ学習、グループワーク

等の多様な学習スタイルに対応できる学習空間、子供同士の触れ合いやコミュニケーションが

活発となる生活空間を検討することも重要です。 

○ 子供たちの学びが学校の中から外へと広がるよう、世代を超えた地域の人や企業等が、子供

たちと協働し共創するための、学校外にも開かれたオープンスペース等の空間づくりも必要で

す。協働・共創体験の積み重ねは、学びの領域が学校外にも広がり、子供たちのクリエイティ

ビティの向上にもつながることが期待できます。 

（４）変化に対応できる施設整備 

〇 これらの空間づくりにおいては、従来の同質的・画一的な教室では不十分であり、これから

は、様々な学びのスタイルに柔軟に対応できる可変性の高い空間が必要です。従来の教室環境

を見直し、学習空間や生活空間にゆとりを持たせ、可変的な空間で学びの場を構成することは、

「ニューノーマル」への対応はもとより、新しい時代の学びを支える環境整備となるものです。 

さらに、中長期的な視点から可変性の高い空間をつくることは、将来的な少子化や新たな学

びが導入された場合等にも対応しやすくなります。 
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このため、当初の設計の段階から、短期、中期、長期のそれぞれの期間に応じた施設整備の

フレキシビリティを考慮した計画とすることが重要です。 

（５）教職員の働く場としての機能向上 

〇 学校施設は児童・生徒の学習・生活の場であるとともに、教職員が働く場でもあります。 

多様な学びを支える教職員の執務空間についても、教職員間の情報共有や探究の場として有

機的に機能し、チームとして児童・生徒を支援できる環境を整備することが必要です。教職員

がより効果的・効率的に授業の準備や研修、様々な校務等を行うことができる執務環境を確保

することが重要です。これらにより、教職員の負担軽減と働き方を変革していくことが求めら

れます。 

（６）学校の特色づくり 

〇 学校施設のハード面の機能向上等と合わせて、ソフト面での取組も重要です。学校の教育環

境は、様々な要素により総合的に整えられるものであり、未来の子供たちにハード・ソフトの

両面からより良い教育環境を検討する必要があります。 

  AIをはじめとする先端技術の急速な進歩やグローバル化の一層の進展を踏まえると、ICT教

育と外国語教育は、区立学校のスタンダードとして構築することが重要です。その上で、地域

特性や「渋谷区まちづくりマスタープラン」等を踏まえながら、産官学民の地域資源をも活か

した特色づくりを積極的に進める必要があります。併せて、子供たちが主体的に、「学校らし

さ」を作っていくことも、学校の特色・個性につながります。 

  本区の特色でもある ICT 教育に関しては、様々な分野の学び方に対応した ICT 利活用を進

めるとともに、教職員の人材育成はもとより、子供たちが ICTを活用して、自発的に探究し、

自ら先導的に学びの場を形成していくことも大切です。 

  

３  地域とともにある学校施設づくり   

（１）多様な人材の参画による開かれた学校運営の推進 

〇 児童・生徒の豊かな学びや成長のためには、学校だけでなくコミュニティスクール等の地域

の参画を得た上で、学校と地域が一体となって教育を推進していくことが重要です。学校は地

域のシンボルであり、家庭や地域の関係者の協働・支援により運営されることで、地域との交

流が強まっていきます。このため、多様な人材等による学校運営への参画のための執務スペー

ス等の確保や、地域の活動の拠点となるようなスペースを確保することが重要です。 

〇 これまで学校教育は、学校施設の中での学びを中心としてきましたが、これからは、地域や

社会の人との交流や協働の中で、現実社会での課題と向き合いながら、探究的な学びを実践し

ていく「拡張された学校づくり」が重要になってきます。このため、学校自身が意識改革を図

り、一層、地域に開かれた学校づくりを進めるとともに、施設整備の面からは、児童・生徒が

容易に外の社会との関係を構築できる空間づくりが求められます。 

（２）区民施設との複合化、共用化 

〇 学校施設については、単に教育施設としての機能を追求するばかりでなく、地域の拠点とし

てコミュニティの創出につながるシンボル的な存在として捉える必要があります。さらに、多

様な人々の利用を前提としたユニバーサルデザインや、避難所としての機能にも配慮すべきで

す。 
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〇 学校施設に地域の公共施設の機能を併せて整備することで、施設の高機能化とともに公共資

産の最適化を図ることができます。例えば、学校施設の整備と一体的に、図書館やホール、ス

タジオ等を地域の施設として高機能化して整備し、あるいは学校に標準的に整備されているプ

ールや運動場を地域に開かれた区民施設として整備し、学校と地域が共用することも考えられ

ます。 

また、学校施設と他の公共施設等との複合化は、児童・生徒を含めた地域住民同士の交流の

機会を創出したり、学校施設との併設という特徴を生かすことで、児童・生徒の多様な学習形

態や体験活動を可能にし、学校生活を通して課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ

学習、いわゆる「アクティブラーニング」など、学びを深く豊かにすることを促す施設環境づ

くりの一つの手法としても期待されます。 

さらに、地域にとっても生涯学習の場となるとともに、伝統文化や行事の継承などを通して、

地域のコミュニティの形成にも寄与するほか、様々な人材が集まるという特徴を生かし、学校

運営への支援が行われることなども期待できます。 

  このように、学校施設を含めた公共施設を地域の施設として活用することで、整備費用の縮

減や利用率の向上のほか、地域との連携による教育上の効果、施設管理の教職員の負担軽減、

維持管理コストの縮減等も期待できます。 

  なお、学校施設を地域で利用する場合は、開放エリアをゾーニングし、教育・地域それぞれ

で活用するエリアを明確に区分するなどの防犯上の配慮が必要です。 

〇 区民施設との複合化に当たっては、単に施設を合築するのではなく、地域特性を踏まえつつ、

学校の特色づくりや地域との連携による教育上の効果が図られることが望ましく、学校本来の

機能と地域コミュニティの充実とが、相乗効果により新たな価値を創出していくことが大切で

す。 

（３）地域資源の更なる活用 

〇 学校を取り巻く地域資源として、産官学民との連携も重要です。区内には、多種多様な企業

等が集積しており、これらの地域資源を最大限活かしながら、継続的に学校の教育的ニーズを

解決又は補完するような関係づくりも重要です。 

  

４  今後の教育・学校の在り方  

「選ばれる、選んで良かった渋谷区立」となるために 

〇 教育環境は、学校施設のみならず教育の本質を含めて、ハードとソフトの双方からより良い

環境を整える必要があります。時代とともに変化する多様な学びのスタイルに、学校は対応し

なくてはなりません。 

これからの新しい時代において、学校での学びを継続し、子供の豊かな学びや成長のために

は、オンライン環境を強化し、デジタル空間とフィジカル空間を融合させた新たな学びの構築

や、オンライン環境等を一層活用しながら、周囲の学校・企業等と連携した学習活動や部活動

等も考えられます。フィジカル空間でしかできない学びを追求しつつ、多様な学び方を支援し

ていくため、これからの技術革新の進展を見据えた新しい時代の学校施設を整備する必要があ

ります。 

これまでの常識が大きく変化する中、長きにわたり固定化されてきた学びの概念を見直し、

如何なる事態が起きても柔軟に対応できるような学びと、それを支える教育環境を目指してい
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く必要があります。 

渋谷区の未来像である「ちがいをちからに変える街。渋谷区」の実現に向けて、ダイバーシ

ティ＆インクルージョンの理念のもと、区立学校・幼稚園が一体となり、多様な方策を展開し

ながら、「選ばれる、選んで良かった渋谷区立」となることを目指します。 

                                                        

※１ 心のバリアフリー 

「心のバリアフリー」とは、様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々が、相互に理解を深めようとコミュニケーション

をとり、支え合うことである。そのためには、一人一人が具体的な行動を起こし継続することが必要である。各人がこの「心

のバリアフリー」を体現するためのポイントは、以下の 3点である。  

（１）障害のある人への社会的障壁を取り除くのは社会の責務であるという「障害の社会モデル」を理解すること。 

（２）障害のある人（及びその家族）への差別（不当な差別的取扱い及び合理的配慮の不提供）を行わないよう徹底すること。 

（３）自分とは異なる条件を持つ多様な他者とコミュニケーションを取る力を養い、すべての人が抱える困難や痛みを想像し

共感する力を培うこと。 

（「ユニバーサルデザイン 2020 行動計画（2017 年 2 月 20 日 ユニバーサルデザイン 2020関係閣僚会議）」より抜粋）。 

 学習指導要領等では、「障害のある幼児児童生徒との交流及び共同学習の機会を設け，共に尊重し合いながら協働して生活

していく態度を育むようにする」こと等が規定されています。 
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普通
学級

特別
支援

普通
学級

特別
支援

1 神南小学校 7,689 6,548 1964 55 457 7 13 4

2 臨川小学校 7,643 5,225 1959 60 305 22 11 3

3 長谷戸小学校 7,151 5,434 1968 51 171 0 7 0

4 広尾小学校 7,245 5,239 1932 87 293 0 12 0

5 猿楽小学校 6,720 4,855 1961 58 258 0 10 0

6 加計塚小学校 8,095 6,547 1960 59 327 0 12 0

7 常磐松小学校 5,394 5,351 1983 36 139 0 6 0

8 幡代小学校 9,216 6,943 1967 52 634 21 20 3

9 上原小学校 8,597 4,356 1964 55 365 0 13 0

10 笹塚小学校 6,786 5,661 1961 58 451 0 15 0

11 西原小学校 7,339 6,871 1969 50 555 0 17 0

12 富谷小学校 8,174 6,612 1964 55 465 5 15 1

13 中幡小学校 8,662 8,022 1967 52 399 0 13 0

14 千駄谷小学校 9,614 5,046 1970 49 338 0 12 0

15 鳩森小学校 5,964 4,123 1974 45 113 8 6 1

16 神宮前小学校 5,074 4,653 1969 50 341 0 12 0

17 渋谷本町学園小学校 5,689 14,407 2012 7 548 17 18 3

18 代々木山谷小学校 4,921 5,391 2015 4 392 0 13 0

129,973 111,284 6,551 80 225 15

1 広尾中学校 10,513 7,884 1960 59 193 0 6 0

2 鉢山中学校 8,191 5,849 1960 59 94 12 4 2

3 上原中学校 10,164 14,100 2006 13 246 4 8 1

4 代々木中学校 13,149 8,495 1961 58 364 0 11 0

5 原宿外苑中学校 10,377 5,965 1964 55 297 0 9 0

6 笹塚中学校 12,493 7,475 1935 84 146 0 6 0

7 松濤中学校 12,840 7,193 1956 63 250 0 8 0

8 渋谷本町学園中学校 9,579 - 2012 7 202 9 6 1

87,306 56,961 1,792 25 58 4

1 臨川幼稚園（臨川小と複合） - 467 1973 46 53 0 2 0

2 広尾幼稚園（広尾小と複合） - 491 1972 47 37 0 2 0

3 本町幼稚園 800 417 1972 47 31 0 2 0

4 山谷幼稚園 1,233 434 1973 46 59 0 2 0

5 千駄谷幼稚園（千駄谷小と複合） - 496 1973 46 58 0 2 0

2,033 2,305 3,141 34 102 5

219,312 170,550 8,343 105 283 19

中学校8校 計

幼稚園5園 計

学校施設31施設 合計

幼
稚
園

小学校18校 計

中
学
校

小
学
校

名称
敷地面積
（㎡）

延床面積
（㎡）

建築
年度

築後
年数

児童生徒数（人） 学級数（学級）

第３章 学校施設等の実態・課題 

１ 学校施設等の運営状況・活用状況等の実態・課題 

（１）対象施設、規模・諸室等の状況 

 渋谷区では、小・中学校・幼稚園合わせて 31施設を保有し、合計延床面積は、約 17万㎡とな

っています。 

【図表 3-1 学校施設一覧】 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 延床面積には、給食室、プール付属室、地域連携施設を含む。 

   築後年数の赤字は築 30年以上経過を示す。 
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31 施設中、19 施設が築 50 年以上を経過しているなど、かなり古い施設が大半を占めていま

す。小学校は 18校中 5校が、中学校は 8校すべての普通学級が 12学級を下回っており、文部

科学省の基準での小規模校に分類される学校が多い状況となっています。特別支援学級は、小学校

で 6校、中学校で３校に設置されています（通級指導生、特別支援教室入室生を除く）。また、渋

谷区の学校は、敷地面積（小学校平均 7,221㎡、中学校平均 10,913㎡）、建物面積（渋谷本町

学園小・中学校を除く、小学校平均 5,701㎡、中学校平均 8,137㎡）が比較的小さい状況です。 

校舎・屋内運動場・運動場別の面積では、特に小学校において運動場面積が 2,000～4,000㎡

にとどまり、18校中 14校において文部科学省が定める必要面積を下回っています。屋内運動場

（体育館）についても、文部科学省が定める必要面積を下回っている小学校が 14校あります。  

【図表 3-2 校舎・屋内運動場・運動場の面積】 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 

 

 

保有
面積

必要
面積

保有
面積

必要
面積

保有
面積

必要
面積

1 神南小学校 5,789 4,740 608 1,215 3,112 4,640

2 臨川小学校 4,196 4,152 846 919 2,647 3,270

3 長谷戸小学校 4,339 2,704 598 894 2,778 2,400

4 広尾小学校 4,383 3,881 689 919 3,015 2,930

5 猿楽小学校 3,731 3,431 885 894 2,311 2,580

6 加計塚小学校 4,270 3,881 1,775 919 2,348 3,270

7 常磐松小学校 4,401 2,468 725 894 2,348 2,400

8 幡代小学校 4,929 5,859 1,558 1,215 3,895 6,550

9 上原小学校 3,678 4,068 578 919 3,671 3,650

10 笹塚小学校 4,874 4,255 574 919 2,973 4,510

11 西原小学校 6,030 4,816 647 1,215 2,637 5,550

12 富谷小学校 5,941 4,423 564 919 3,628 4,700

13 中幡小学校 5,144 4,068 1,210 919 2,874 3,990

14 千駄谷小学校 4,288 3,881 650 919 3,987 3,380

15 鳩森小学校 3,241 2,636 624 894 2,093 2,400

16 神宮前小学校 3,811 3,811 626 919 1,774 3,410

17 渋谷本町学園小学校 5,251 5,504 2,106 1,215 3,038 5,650

18 代々木山谷小学校 4,345 4,068 752 919 2,998 3,920

1 広尾中学校 5,978 3,181 1,789 1,138 5,638 3,600

2 鉢山中学校 4,067 2,830 1,627 1,138 3,739 3,600

3 上原中学校 7,827 3,997 3,053 1,138 3,446 3,700

4 代々木中学校 6,811 4,801 1,541 1,138 5,895 4,840

5 原宿外苑中学校 4,426 4,153 1,497 1,138 5,632 4,170

6 笹塚中学校 5,724 3,181 1,709 1,138 4,592 3,600

7 松濤中学校 5,316 3,829 1,789 1,138 4,240 3,700

8 渋谷本町学園中学校 4,759 3,349 1,585 1,138 6,988 3,600

校舎 屋内運動場 運動場

中
学
校

小
学
校

名称

:必要面積未満（必要面積：国庫負担に関する規定により定められた、当該学校の学級数等に応じ

 た面積）

校舎及び屋内運動場の保有面積には、地域住民等が利用できる地域・学校連携施設等の面積を含まない。
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（２）学校施設の配置状況 

 概ね小学校２校に対して、中学校が１校配置されていますが、小学校区と中学校区の区域は必

ずしも一致していません。地域によって学級規模は異なっており、例えば区北部の笹塚・幡ヶ谷

・初台・本町地域の小学校は学級規模が比較的大きくなっていますが、代官山・恵比寿・広尾地

域の小・中学校は学級規模が比較的小さくなっています。 

 

【図表 3-3 小・中学校の配置】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）児童・生徒数、学級数の変化 

 渋谷区の児童・生徒数の合計は、2004 年に、1982 年の 20,586人に対して 31%に相当す

る 6,334人まで減少した後、増加傾向に転じ、2020年時点で 8,744人、1982年比 42%ま

で回復しています。小学校の児童数は 2003年を底として、2020年時点で 1982年比 48%ま

で回復している一方で、中学校の生徒数は、29%の回復にとどまっています。 

 2015年の国勢調査データを基にコーホート要因法による今後 10年間の児童・生徒数の推計

を行いますと、2025年まで児童・生徒数は増加が続き、その後、減少に転じるという結果とな

りました。 
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9
2025

7

2030

渋谷本町学園中

(246人） (230人）

9,579㎡
築8年

6
2025

6

2030

広尾中

(199人） (195人）

10,513㎡
築60年

6
2025

6

2030

鉢山中

(135人） (140人）

8,191㎡
築60年

10
2025

9

2030

上原中

(317人） (307人）

10,164㎡
築14年

12
2025

12

2030

代々木中

(384人） (373人）

13,149㎡
築59年 10

2025

10

2030

原宿外苑中

(353人） (358人）

10,377㎡
築56年

6
2025

6

2030

笹塚中

(191人） (168人）

12,493㎡
築59年

9
2025

10

2030

松濤中

(299人） (319人）

12,840㎡
築64年

18
2025

18

2030

神南小

(516人） (532人）

7,689㎡
築56年

2020

(480人)

12
2025

12

2030

臨川小

(345人） (322人）

7,643㎡
築61年

12
2020

(338人）

6
2025

6

2030

長谷戸小

(193人） (173人）

7,151㎡
築51年

8
2020

(197人）

12
2025

12

2030

広尾小

(300人） (300人）

7,245㎡
築88年

11
2020

(280人）

12
2025

12

2030

加計塚小

(289人） (255人）

8,095㎡
築60年

12
2020

(307人）

6
2025

6

2030

常磐松小

(141人） (134人）

5,394㎡
築37年

6
2020

(135人）

24
2025

24

2030

幡代小

(704人） (667人）

9,216㎡
築53年

21
2020

(707人）

12
2025

12

2030

上原小

(412人） (408人）

8,597㎡
築56年

12
2025

12

2030

代々木山谷小

(388人） (369人）

4,921㎡
築5年

13
2020

(379人）

18
2025

18

2030

笹塚小

(479人） (433人）

6,786㎡
築59年

14
2020

(483人)

18
2025

18

2030

西原小

(604人） (555人）

7,339㎡
築47年

19
2020

(613人）

12
2025

12

2030

中幡小

(383人） (334人）

8,662㎡
築53年

13
2020

(397人）

12
2025

12

2030

千駄谷小

(342人） (323人）

9,614㎡
築50年

12
2020

(332人）

6
2025

6

2030

鳩森小

(150人） (157人）

5,964㎡
築46年

6
2020

(132人）

12
2025

12

2030

神宮前小

(382人） (373人）

5,074㎡
築51年

12
2020

(364人）

24
2025

18

2030

渋谷本町学園小

(631人） (593人）

5,689㎡
築8年

19
2020

(605人）

18
2025

18

2030

富谷小

(495人） (440人）

8,174㎡
築56年

12
2025

18

2030

猿楽小

(352人） (432人）

6,720㎡
築59年

11
2020

(288人）

14

15
2020

(507人）

13
2020

(379人）

6
2020

(199人）

9
2020

(293人）

11
2020

(371人）

6
2020

(159人）

8
2020

(263人）

6
2020

(178人）

3
2020

(97人）

9
2020

(261人）

学級規模（文科省基準）

大規模校（小19/中19学級以上）

望ましい学級規模校
（小18学級/中18学級以下
かつ小12学級/中12学級以上）

小規模校
（小12学級/中12学級未満）

15
2025

6

2030

●●小

(455人） (139人）

10,000㎡
築30年

19
2020

(613人）

学校名
敷地面積

校舎のうち一
番古い建物の
築年数
学級数

(児童・生徒数)

63

73 71

249

264 264

20,586

6,334

8,744 9,230
8,888

6,291

1,550
1,821 2,125

2,090

14,295

4,599
6,923

7,105
6,798

0
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100

150

200

250

300

0

5,000

10,000

15,000
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25,000
1
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98
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7
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8
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9

1
99

0

1
99

1

1
99

2

1
99

3

1
99

4

1
99

5

1
99

6

1
99

7

1
99

8

1
99

9

2
00

0

2
00

1

2
00

2

2
00

3

2
00

4

2
00

5

2
00

6

2
00

7

2
00

8

2
00

9

2
01

0

2
01

1

2
01

2

2
01

3

2
01

4

2
01

5

2
01

6

2
01

7

2
01

8

2
01

9

2
02

0

2
02

1

2
02

2

2
02

3

2
02

4

2
02

5

2
02

6

2
02

7

2
02

8

2
02

9

2
03

0

2
03

1

2
03

2

2
03

3

2
03

4

2
03

5

2
03

6

2
03

7

2
03

8

中学校学級数 小学校学級数 児童生徒数 生徒数 児童数
（人） （学級数）

（年度）

現在

現在
8,744人

(1982年比 42%)

2025年度(    )
9,230人

→2030年度8,888人

児童数
2025年度 7,105人
→2030年度6,798人

生徒数
2025年度2,125人
→2030年度2,090人

小22校

中9校 小20校 中8校 小19校 小18校

渋谷小・大和田小・大向小→神南小

外苑中・原宿中→原宿外苑中

本町小・本町東小
→渋谷本町学園小

山谷小・代々木小
→代々木山谷小

児童数現在
6,923人

(1982年比 48%)

生徒数現在
1,821人

(1982年比 29%)

【図表 3-4 児童・生徒数、学級数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、町丁目別での推計結果を小・中学校区に振り分けて、各学校別の児童・生徒数、学級数

を推計しますと、今後 10年にかけて 12学級未満の状態が継続する学校が 10校あることがわ

かりました。一方で、10年後においても 18学級以上の学級規模を維持する小学校が７校あるこ

とがわかりました。 

【図表 3-5 学校別 児童・生徒数、学級数の推移（35人学級への計画的引き下げを反映）】  



 

17 

 

校種 建物分類
棟数
（棟）

延床面積
（㎡）

割合

校舎 27 74,450 43.7%

複合棟 10 14,183 8.3%

屋内運動場 7 9,698 5.7%

44 98,331 57.7%

校舎 13 41,031 24.1%

屋内運動場 7 15,930 9.3%

20 56,961 33.4%

校舎 1 9,500 5.6%

屋内運動場 1 4,907 2.9%

2 14,407 8.4%

単独幼稚園　2園 園舎 2 851 0.5%

68 170,550 100.0%合計

小学校
17校

（うち幼稚園併設3校）

小計

小中一貫校
1校

小計

中学校
7校

小計

２ 学校施設等の老朽化状況等の実態・課題 

（１）学校施設等の保有状況 

渋谷区の学校施設は、小学校 17校 44棟（9.8万㎡）、中学校 7校 20棟（5.7万㎡）、小中一

貫校 1校 2棟（1.4万㎡）、小学校に併設されていない幼稚園 2園 2棟（0.1万㎡）の全 27施

設 68棟、17万㎡です。幼稚園 3施設は特別教室棟や屋内運動場と園舎を組み合わせた複合棟に

より、小学校と併設して整備されています。 

 

 

 

 

 

【図表 3-6 築年別整備状況・用途別保有量】 
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築年度(西暦)

延床面積（㎡）

建物用途別／築年度別所有状況表（床面積㎡）

1
96
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以
前
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5

2
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6

2
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7

2
01
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2
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2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

l幼稚園園舎 i中学校屋内運動場 h義務教育学校屋内運動場g小学校屋内運動場 e小学校複合棟 c中学校校舎 b義務教育学校校舎a小学校校舎

中学校
屋内運動場

小学校
複合棟

幼稚園
園舎

中学校
校舎

小学校
屋内運動場

小学校
校舎

(㎡)
新耐震基準（1981年より後の建築）

14棟 5万㎡ 29.2％
旧耐震基準（1981年以前の建築）

54棟 12.1万㎡ 70.8％

代々木山谷小
校舎 新築費
13.5億円
35.4万円/㎡

渋谷本町学園校
舎・体育館
新築費 55.1億円
38.2万円/㎡

上原中
校舎・体育館
新築費39.3億円
27.9万円/㎡

築50年以上
29棟

6.9万㎡ 40.4％

築40年以上
25棟

5.2万㎡ 30.4％

築30年以上
4棟

0.8万㎡ 4.7％

築20年以上
4棟

0.8万㎡ 4.7％

築10年以上
3棟

1.6万㎡ 9.3％

築10年未満
3棟

1.8万㎡ 10.5％

築30年以上 58棟 12.9万㎡ 75.5％

築20年以上 62棟 13.7万㎡ 80.2％

(年度)

建物の築年別の整備状況をみると、1960年代から 1970年代前半が建築のピークであり、全

体の延床面積の 70.8％が旧耐震基準の建物で、築後 50 年以上の建物が 40.4%、築後 30 年以

上の建物が 75.5%を占めており、全体的に築年数がかなり経っています。 

また、築後 30年以上経過した学校施設の延床面積の割合 75.5％は、区全体の築後 30年以上

経過した建物の割合 54％を上回っており、区全体の建物施設に比べても学校施設は老朽化が進ん

でいると言えます。 

 

 

 

 

 

【図表 3-7 築年別整備状況・用途別保有量】 
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年度）

㎡ 地上 3 階 地下 0 階

1 屋根 □ アスファルト保護防水 □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 ■ アスファルト露出防水 □ 天井等に雨漏り痕がある

■ シート防水、塗膜防水 ■ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） □ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝを目視点検できない

■ 既存点検等で指摘がある

2 外壁 ■ 塗仕上げ □ 鉄筋が見えているところがある

■ タイル張り、石張り □ 外壁から漏水がある
□ 金属系パネル □ 塗装の剥がれ
□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） □ タイルや石が剥がれている
□ その他の外壁 （ ） □ 大きな亀裂がある
■ アルミ製サッシ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある
□ 鋼製サッシ □ 窓・ドアに錆・腐食・変形がある
□ 断熱サッシ、省エネガラス □ 外部手すり等の錆・腐朽

■ 既存点検等で指摘がある

3 内部仕上 ■ 老朽改修
（床・壁・天井） □ エコ改修
（内部建具） □ トイレ改修
（間仕切等） □ 法令適合
（照明器具） □ 校内ＬＡＮ
（エアコン）等 □ 空調設置

□ 障害児等対策
□ 防犯対策
■ 構造体の耐震対策
□ 非構造部材の耐震対策
□ その他、内部改修工事

４ 電気設備 □ 分電盤改修
□ 配線等の敷設工事
■ 昇降設備保守点検
■ その他、電気設備改修工事

５ 機械設備 □ 給水配管改修
□ 排水配管改修
■ 消防設備の点検
□ その他、機械設備改修工事

特記事項（改修工事内容や12条点検、消防点検など、各種点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）
健全度

47

CH30

CR1
H1 電灯、コンセント取替

H13 耐震補強

部位 修繕・点検項目 改修・点検年度 特記事項（改修内容及び点検等による指摘事項） 評価
H14 壁、天井、建具塗装替

C

B
H59 サッシ取替

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

D

H2 防水改修

通し番号 1

学校名 臨川小学校 学校番号 523

昭和34 年度（

構造種別 鉄筋コンクリート造 延床面積 1,229 階数

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

工事履歴（部位の更新） 劣化状況
（複数回答可）

棟番号 1-1.2.3.4 建築年度

調査日 令和元年8月9日

建物名 校舎1 記入者 高木俊宏

1959

100点

築年度(西暦)

延床面積（㎡）

建物用途別／築年度別所有状況表（床面積㎡）

1
96
0年

以
前

1
96
1

1
96
2

1
96
3

1
96
4

1
96
5

1
96
6

1
96
7

1
96
8

1
96
9

1
97
0

1
97
1

1
97
2

1
97
3

1
97
4

1
97
5

1
97
6

1
97
7

1
97
8

1
97
9

1
98
0

1
98
1

1
98
2

1
98
3

1
98
4

1
98
5

1
98
6

1
98
7

1
98
8

1
98
9

1
99
0

1
99
1

1
99
2

1
99
3

1
99
4

1
99
5

1
99
6

1
99
7

1
99
8

1
99
9

2
00
0

2
00
1

2
00
2

2
00
3

2
00
4

2
00
5

2
00
6

2
00
7

2
00
8

2
00
9

2
01
0

2
01
1

2
01
2

2
01
3

2
01
4

2
01
5

2
01
6

2
01
7

2
01
8

2
01
9

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

l幼稚園園舎 i中学校屋内運動場 h義務教育学校屋内運動場g小学校屋内運動場 e小学校複合棟 c中学校校舎 b義務教育学校校舎a小学校校舎

中学校
屋内運動場

小学校
複合棟

幼稚園
園舎

中学校
校舎

小学校
屋内運動場

小学校
校舎

(㎡)

築50年以上
22棟 32.4％

5.7万㎡ 33.6％

築40年以上
30棟 44.1％
6.2万㎡ 36％

築30年以上
6棟 8.8％

1万㎡ 5.9％

築20年以上
3棟 4.4％

0.6万㎡ 3.4％

築10年以上
4棟 5.9％

1.8万㎡ 10.4％

築10年未満
3棟 4.4％

1.8万㎡ 10.7％

築30年以上 58棟 85.3％ 12.9万㎡ 75.5％

築20年以上 61棟 89.7％ 13.5万㎡ 78.9％

新耐震基準（1981年より後の建築）
14棟 20.6％ 5万㎡ 29.1％

旧耐震基準（1981年以前の建築）
54棟 79.4％ 12.1万㎡ 70.9％

代々木山谷小
校舎 新築費
13.5億円
35.4万円/㎡

渋谷本町学園校
舎・体育館
新築費 55.1億円
38.2万円/㎡

上原中
校舎・体育館
新築費39.3億円
27.9万円/㎡

学校施設
台帳

工事台帳
設備

機器台帳
耐震診断
報告書

さまざまな既存情報

情
報
の
ひ
も
付
け

概
要
情
報

詳
細
情
報

劣化状況調査票

写真台帳

建物基本情報 躯体の健全性 躯体以外の劣化状況 仕様
学校施設台帳の 棟番号 建築年度 耐震安全性 既存データ

圧縮強度

圧縮
強度
（N/㎟）

設計
基準
強度
（N/㎟）

りんせん 1 校舎1 1-1 1-2 1-3 1-4 EV 給 RC 3 0 1,229 1959 昭和34 60 旧 済 済 2000 16.8 17.7 長寿命 D B C C C 48 AS露・塗膜 塗・タイル ○ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○開○○○○電屋○○○○○○○○○○耐内○○○○○○○○○○○○○○○○◎

臨川小学校・臨川幼稚園 2 校舎2 3-1 3-2 RC 3 0 2,364 1971 昭和46 48 旧 済 済 2009 12.8 17.6 要調査 A B C B C 60 塗膜 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○開○○○○電屋○○○○○○○○○○耐内○○○○○○○○○○○○○○○○○

3 校舎3 4-1 4-2 屋上 RC 2 0 786 1974 昭和49 45 旧 済 - 1996 15.1 20.6 長寿命 A C C B C 50 塗膜 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○開○○○○電屋○○○○○○○○○○耐内○○○○○○○○○○○○○○○○○

総延床面積 5,692 ㎡ 4 体育館・幼稚園 5-0
1-0
(幼） RC 2 0 1,313 1974 昭和49 45 旧 済 - 1996 12.9 20.6 要調査 A B B C C 68 シート 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○内○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○屋○○○○

長谷戸小学校(ながやと) 1 体育館・特別教室棟 1-1 1-2 RC 2 0 1,189 1968 昭和43 51 旧 済 済 2000 26.0 17.7 長寿命 A D B B C 54 シート 塗仕上げ △ △△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○内○○○○電○大○○○○○○○○○○○○○○○○○○屋○○耐○○○○○○○

総延床面積 5,434 ㎡ 2 校舎 2-1 2-2 2-3 2-4 3-0 給 RC 4 1 4,245 1969 昭和44 50 旧 済 済 2000 18.2 17.7 長寿命 D C B C C 51 塗膜 塗仕上げ △ △△△△△△△△建○○○○○○○○○○開○○○○○○○内屋大○○○○○○○○○○○○○ト○○○○○○○耐○○○○○○○

広尾小学校・広尾幼稚園（ひろお） 1 校舎 1-0 RC 3 0 3,040 1932 昭和7 87 旧 済 済 1998 14.1 13.2 長寿命 D C C B B 46 塗膜 塗仕上げ ○ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○開設大○◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎外◎◎◎◎●●●●●●●●

総延床面積 5,730 ㎡ 2 体育館・幼稚園 7-1 7-2
5-0
(幼） 給 RC 3 2 2,690 1974 昭和49 45 旧 済 済 1998 13.4 20.6 要調査 C B A B C 77 金属 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○大大○○○○○○○○○○○○○○○○○○○耐○○○○○内○○○

さるがく 1 校舎1 1-1 1-2 1-3 給 RC 3 0 2,143 1961 昭和36 58 旧 済 済 2009 10.0 17.6 要調査 A B A C B 82 塗膜 塗仕上げ △ 建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○水○○○○○○○開○○○○○○○○○○○○○外○○耐○○○○○○○ト○

猿楽小学校 2 校舎2 4-0 5-0 屋上 RC 3 0 1,827 1975 昭和50 44 旧 済 済 2009 16.1 20.6 長寿命 B B A C B 80 塗膜 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○水○○○○○○○開○○○○○○○○○○○○○外○○耐○○○○○○○ト○

総延床面積 4,855 ㎡ 3 体育館 6-0 EV RC 2 1 885 1996 平成8 23 新 - - - - 長寿命 B B A B B 84 AS保・金属 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○内○○○○

かけづか 1 校舎1 7-1 給 RC 3 0 1,315 1960 昭和35 59 旧 済 済 2001 14.4 17.7 長寿命 A A A C B 89 塗膜 塗仕上げ 建 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○水大○○○○○○○○○○○○○○耐○○○○○○○○○○○○外ト○○○

加計塚小学校 2 校舎2 7-2 7-3 16-1 16-2 屋上 RC 4 0 3,102 1974 昭和49 45 旧 済 済 2001 11.3 17.7 要調査 A A A C B 89 塗膜 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○水開○○○○○○○○○○○○○○耐○○○○○○○○○○○○外ト○○○

総延床面積 6,457 ㎡ 3 体育館 22-1 22-2 EV RC 2 1 2,130 2000 平成12 19 新 - - - - 長寿命 C C A A A 78 AS保・金属 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

外
壁

屋
根
屋
上

履歴

20年前 10年前

1980
(S55)

～
西暦

施設名称
棟
番
号

建物名称
昇
降
機

プ
ー

ル

給
食
室

構
造
区
分

地
上
階
数

地
下
階
数

延床
面積
（㎡）

築
年
数和暦

基
準

診
断

補
強

調査
年度

試算上
の区分

屋
根
屋
上

外
壁

内
部
仕
上

電
気
設
備

機
械
設
備

総合
劣化度

（オールＤ
は100点）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
～

2019
(R1)

1990
(H2)

40年前

1989
(H1)

内
装
木
質
化

バ
リ
ア
フ
リ
ー

ト
イ
レ
環
境

空
調

1960
(S35)

～
1969
(S44)

1970
(S45)

60年前 50年前

～
1979
(S54)

2009
(H21)

2010
(H22)

～
1999
(H11)

2000
(H12)

～

30年前

1971（Ｓ46）年

帯筋間隔改正

1981（Ｓ56）年

耐震基準改正

現在1971（Ｓ46）年
帯筋間隔改正

1981（Ｓ56）年
耐震基準改正

建物情報一覧 （対象となる全ての建築物を、最小限の情報で一覧化・見える化）

施設別条件シート

○○小学校 2018年度

○○小学校 ×××３丁目1-23 建物敷地 運動場 その他 借用 ㎡ 合計
仮設建
物の有
無

仮設建
物の用
途

仮設建
物の面
積

仕上 下地 仕上
アスペス

トの有無 仕上 方式

1 北東棟 007
露出アスファ

ルト防水

外装薄塗
材E

アルミ
ビル用マルチ

エアコン <プール> （屋外） エレベーター 1 台 受水槽容量 25 ㎥ 受電容量 -

2 東棟 008
露出アスファ

ルト防水

外装薄塗
材E

アルミ
空冷パッケー

ジエアコン 構      造： コンクリート 製 （ 2009 年度） （ 1985 年度） （ 1983，2015 年度）

3 南西棟 012
露出アスファ

ルト防水

外装薄塗
材E

アルミ
空冷パッケー

ジエアコン 長さ： 25m 、 7 コース 高置水槽 5 ㎥ 自家発電 - KVA

4 教室棟 022
露出アスファ

ルト防水

外装薄塗
材E

アルミ
空冷パッケー

ジエアコン 設置年度： 1960 年度 （ 1985 年度） （ - 年度）

5 体育館 024 その他防水
外装薄塗

材E
アルミ 改修履歴： 1987 年度 浄化槽 - ㎥

<プールサイド> 不明 （ - 年度）

<循環ろ過装置>　ろ過方式： -

　備考： -

建物情報一覧表

所在地

学校

種別
棟名

表

示

順
施設名

棟

番

号
屋根・屋上 内装 冷暖房

プール

仕様

外部建具 給排水 電気外壁

2019/3/4

施設NO 0340001 7,516㎡ 8,900㎡ ㎡ 有 校舎 655㎡学校CD - 学校名 16,416㎡
延床
面積 6,513㎡

2018年 2024年 2037年 法適合・保有機能等

アスベストの有無 -

開放廊下の有無

児童生徒数・学級数の変化

969 人 951 人 818 人

29 クラス

-

ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚの有無 -

エレベーター 給水設備 受変電設備

児童数

グラウンド
その他施設状況

配置図 特記欄周辺図 近隣の公共施設情報

○○小学
校

小学
校

29 クラス 24 クラス学級数

S

007

北東棟

987㎡

1955年

（築62年）

：築30年以上

：築50年以上築年数凡例 ：改築

：長寿命化改修

：大規模改修

：単独改修

Ａ劣化
Ｂ

Ｃ

Ｄ

：概ね良好

：部分的に劣化

：広範囲に劣化

：早急に対応する必要がある

工種RC ： 鉄筋コンクリート造

SRC ： 鉄骨鉄筋コンクリート造
S ： 鉄骨造

W ： 木造 CB
構造 他： その他（不明含む）LS ： 軽量鉄骨造

：  ﾝ  ｰﾄﾌﾞ   造

建物タイプ ①：教室棟（1棟）

②：単独体育館・単独格技室（1棟）

③：複合体育館棟（1棟）

④：複合棟（1棟）

⑥：屋外プール（1棟）
●：共用（1校）

008

東棟

681㎡

1956年

（築61年）

012

南西棟

1,770㎡

1969年

（築48年）

022

教室棟

2,042㎡

1982年

（築35年）

024

体育館

1,033㎡

1986年

（築31年）

屋外プール

1987年

（築30年）

2009
(H21)

2010
(H22)

2011
(H23)

2012
(H24)

2013
(H25)

2014
(H26)

2015
(H27)

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

1 北東棟 007 RC 3 987 1955 S30 62 旧 済 済 H12 15.3 長寿命 H29 C A C C A C C - - - - - ① ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○◎◎◎◎◎◎◎外壁◎◎◎◎◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 耐震 ◎ 空調 □ □ □ 1,656,450 2,297,325 396,035 175,049

2 東棟 008 RC 2 681 1956 S31 61 旧 済 済 H12 11.2 要調査 H29 B A C C A C C - - - - - ① ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○防○○○○○○○○◎◎◎◎◎◎外壁◎◎◎◎◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 耐震 ◎ 空調 □ □ □

3 南西棟 012 RC 2 1,770 1969 S44 48 旧 済 済 H12 30.3 長寿命 H29 B A C C A C C - - - - - ① △△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○防水○○○○○○○○ ◎ ◎ 外壁 ◎ 耐震 ◎ 空調 ◎ ◎ ◎

4 教室棟 022 RC 3 2,042 1982 S57 35 新 - - - - 長寿命 H29 A B B B A B C - A - - - ① △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○空調○○○○○○○○空調 ○ ○ ○ 防水 ○ 空調 ○ ○ ○

5 体育館 024 RC 2 1,033 1986 S61 31 新 - - - - 長寿命 H29 D C B B - B C - - - - - 76 45 ② △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○外壁○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2,858 57,168 204,890 307,488 67,322

屋外プール RC - 1987 S62 30 - - - - - - H29 - - - - - - - C - - - - ⑥ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

共用 6,513 H29 - - - - - - - - - C C B ● △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 21,513 64,854 19,342 21,513
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築
年
数

基
準

診
断

耐震安全性 長寿命化判定

調査
年度

圧縮
強度
（N/㎟）

試算上
区分

鉄筋
の状
態

８次 ９次５次 ６次

補
強

棟番
号

構造 階数
延床
面積
（㎡）

建築年度

西暦 和暦

調
査
年
度

棟 共用

学校
種別

施設名
表
示
順

棟名

建物基本情報 構造躯体の健全性 躯体以外の劣化状況
１０次 １１次

～
1998
(H10)

1999
(H11)

～
2008
(H20)

1959
(S34)

～
1968
(S43)

1969
(S44)

～
1978
(S53)

30年前 20年前 10年前

～
1988
(S63)

1989
(H1)

1979
(S54)

60年前 50年前 40年前

履歴

コ
ス
ト
メ
リ

ッ
ト

（
シ
ミ

ュ
レ
ー

シ

ョ
ン
結
果

）

残
り
年
数

建
物
タ
イ
プ

児童生徒数反映版

築40

現 在

屋上・外壁

耐 震 診 断 不要

耐 震 補 強 不要

築 年 数 13

大規模改修年度 未実施

③ ﾊﾞ ｱﾌ ｰ対応 対応済

④ 環 境 対 応 対応済

⑤ 維持管理 ｽﾄ 平均並

①

②

②老朽化
状況

①耐震安全性

③ﾊﾞ ｱﾌ ｰ
対応状況

④環境
対応状況

⑤維持
管理 ｽﾄ

892 490 725

6,909 7,571 8,229

1,406 1,241 1,5341,614 902
802

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H23 H24 H25

（千円）

年度

修繕費 委託料
光熱水費 工事請負費

その他

188 209 237

123
132

1251
1 1

6,909
7,571

8,229

0

5,000

10,000

0

300

600

H23 H24 H25

（千円）（MJ/㎡）

年度

電気 ガス

油 水道
光熱水費

児童生徒数等

建物情報

周辺施設の状況 敷地配置図

敷地条件

施設別条件シート（今後作成予定）
41 学校名 学校番号 543

校舎 棟番号 調査年月日 令和元年8月29日

塗膜防水 良好

汚れ程度

塗装仕上げ 部分的にひび割れ

アルミサッシ 良好

特記事項

評価 A

特記事項

評価 A

部位 外壁

特記事項

評価 B

部位 サッシ

神南小学校通し番号

建物名

部位 屋根、屋上

1.2.3.4.5.9
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2
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（億円）

（年度）

10年間 10年間

6億円/年

10年間

26.2億円/年

10年間

17.1億円/年

今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

33.9億円/年

対象建物
68棟

17.1万㎡

40年間の総額

831億円

40年間の平均

21億円/年

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

施設整備費
（修繕維持費含む）

改築 長寿命化改修 大規模改造 部位修繕 縮減費
その他施設
関連費

維持修繕費
光熱水費
・委託費

築年別整備状況 今後の維持・更新コスト

部位別の
仕様・履歴・劣化状況

令和元年度渋谷区学校劣化調査

等

対象 小学校１８校、中学校８校、幼稚園５園

修繕・改修履歴

（２）施設の老朽化状況の把握 

①情報の一元化（建物情報一覧の作成） 

建物に関する既存のデータは学校施設台帳、各種点検や調査報告書、工事台帳など様々な種類が

あり、それぞれ帳票や管理部署が異なっています。今後、建物の維持保全を実施するため、本計画

では「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」（文部科学省 平成 29年 3月）に準じ、建物 

 

【図表 3-8 情報の一元化】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

20 

 

年度）

㎡ 地上 3 階 地下 0 階

1 屋根 □ アスファルト保護防水 □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 ■ アスファルト露出防水 □ 天井等に雨漏り痕がある

■ シート防水、塗膜防水 ■ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） □ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やﾙｰﾌﾄﾞﾚﾝを目視点検できない

■ 既存点検等で指摘がある

2 外壁 ■ 塗仕上げ □ 鉄筋が見えているところがある

■ タイル張り、石張り □ 外壁から漏水がある
□ 金属系パネル □ 塗装の剥がれ
□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） □ タイルや石が剥がれている
□ その他の外壁 （ ） □ 大きな亀裂がある
■ アルミ製サッシ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある
□ 鋼製サッシ □ 窓・ドアに錆・腐食・変形がある
□ 断熱サッシ、省エネガラス □ 外部手すり等の錆・腐朽

■ 既存点検等で指摘がある

3 内部仕上 ■ 老朽改修
（床・壁・天井） □ エコ改修
（内部建具） □ トイレ改修
（間仕切等） □ 法令適合
（照明器具） □ 校内ＬＡＮ
（エアコン）等 □ 空調設置

□ 障害児等対策
□ 防犯対策
■ 構造体の耐震対策
□ 非構造部材の耐震対策
□ その他、内部改修工事

４ 電気設備 □ 分電盤改修
□ 配線等の敷設工事
■ 昇降設備保守点検
■ その他、電気設備改修工事

５ 機械設備 □ 給水配管改修
□ 排水配管改修
■ 消防設備の点検
□ その他、機械設備改修工事

特記事項（改修工事内容や12条点検、消防点検など、各種点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）
健全度

47

CH30

CR1
H1 電灯、コンセント取替

H13 耐震補強

部位 修繕・点検項目 改修・点検年度 特記事項（改修内容及び点検等による指摘事項） 評価
H14 壁、天井、建具塗装替

C

B
H59 サッシ取替

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

D

H2 防水改修

通し番号 1

学校名 臨川小学校 学校番号 523

昭和34 年度（

構造種別 鉄筋コンクリート造 延床面積 1,229 階数

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

工事履歴（部位の更新） 劣化状況
（複数回答可）

棟番号 1-1.2.3.4 建築年度

調査日 令和元年8月9日

建物名 校舎1 記入者 高木俊宏

1959

100点

学校施設
台帳

工事台帳
設備

機器台帳
耐震診断
報告書

さまざまな既存情報

情
報
の
ひ
も
付
け

概
要
情
報

詳
細
情
報

劣化状況調査票

写真台帳

建物基本情報 躯体の健全性 躯体以外の劣化状況 仕様
学校施設台帳の 棟番号 建築年度 耐震安全性 既存データ

圧縮強度

圧縮
強度
（N/㎟）

設計
基準
強度
（N/㎟）

りんせん 1 校舎1 1-1 1-2 1-3 1-4 EV 給 RC 3 0 1,229 1959 昭和34 60 旧 済 済 2000 16.8 17.7 長寿命 D B C C C 48 AS露・塗膜 塗・タイル ○ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○開○○○○電屋○○○○○○○○○○耐内○○○○○○○○○○○○○○○○◎

臨川小学校・臨川幼稚園 2 校舎2 3-1 3-2 RC 3 0 2,364 1971 昭和46 48 旧 済 済 2009 12.8 17.6 要調査 A B C B C 60 塗膜 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○開○○○○電屋○○○○○○○○○○耐内○○○○○○○○○○○○○○○○○

3 校舎3 4-1 4-2 屋上 RC 2 0 786 1974 昭和49 45 旧 済 - 1996 15.1 20.6 長寿命 A C C B C 50 塗膜 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○開○○○○電屋○○○○○○○○○○耐内○○○○○○○○○○○○○○○○○

総延床面積 5,692 ㎡ 4 体育館・幼稚園 5-0
1-0
(幼） RC 2 0 1,313 1974 昭和49 45 旧 済 - 1996 12.9 20.6 要調査 A B B C C 68 シート 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○内○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○屋○○○○

長谷戸小学校(ながやと) 1 体育館・特別教室棟 1-1 1-2 RC 2 0 1,189 1968 昭和43 51 旧 済 済 2000 26.0 17.7 長寿命 A D B B C 54 シート 塗仕上げ △ △△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○内○○○○電○大○○○○○○○○○○○○○○○○○○屋○○耐○○○○○○○

総延床面積 5,434 ㎡ 2 校舎 2-1 2-2 2-3 2-4 3-0 給 RC 4 1 4,245 1969 昭和44 50 旧 済 済 2000 18.2 17.7 長寿命 D C B C C 51 塗膜 塗仕上げ △ △△△△△△△△建○○○○○○○○○○開○○○○○○○内屋大○○○○○○○○○○○○○ト○○○○○○○耐○○○○○○○

広尾小学校・広尾幼稚園（ひろお） 1 校舎 1-0 RC 3 0 3,040 1932 昭和7 87 旧 済 済 1998 14.1 13.2 長寿命 D C C B B 46 塗膜 塗仕上げ ○ ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○開設大○◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎◎外◎◎◎◎●●●●●●●●

総延床面積 5,730 ㎡ 2 体育館・幼稚園 7-1 7-2
5-0
(幼） 給 RC 3 2 2,690 1974 昭和49 45 旧 済 済 1998 13.4 20.6 要調査 C B A B C 77 金属 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○大大○○○○○○○○○○○○○○○○○○○耐○○○○○内○○○

さるがく 1 校舎1 1-1 1-2 1-3 給 RC 3 0 2,143 1961 昭和36 58 旧 済 済 2009 10.0 17.6 要調査 A B A C B 82 塗膜 塗仕上げ △ 建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○水○○○○○○○開○○○○○○○○○○○○○外○○耐○○○○○○○ト○

猿楽小学校 2 校舎2 4-0 5-0 屋上 RC 3 0 1,827 1975 昭和50 44 旧 済 済 2009 16.1 20.6 長寿命 B B A C B 80 塗膜 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○水○○○○○○○開○○○○○○○○○○○○○外○○耐○○○○○○○ト○

総延床面積 4,855 ㎡ 3 体育館 6-0 EV RC 2 1 885 1996 平成8 23 新 - - - - 長寿命 B B A B B 84 AS保・金属 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○内○○○○

かけづか 1 校舎1 7-1 給 RC 3 0 1,315 1960 昭和35 59 旧 済 済 2001 14.4 17.7 長寿命 A A A C B 89 塗膜 塗仕上げ 建 ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○水大○○○○○○○○○○○○○○耐○○○○○○○○○○○○外ト○○○

加計塚小学校 2 校舎2 7-2 7-3 16-1 16-2 屋上 RC 4 0 3,102 1974 昭和49 45 旧 済 済 2001 11.3 17.7 要調査 A A A C B 89 塗膜 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○水開○○○○○○○○○○○○○○耐○○○○○○○○○○○○外ト○○○

総延床面積 6,457 ㎡ 3 体育館 22-1 22-2 EV RC 2 1 2,130 2000 平成12 19 新 - - - - 長寿命 C C A A A 78 AS保・金属 塗仕上げ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

外
壁

屋
根
屋
上

履歴

20年前 10年前

1980
(S55)

～
西暦

施設名称
棟
番
号

建物名称
昇
降
機

プ
ー

ル

給
食
室

構
造
区
分

地
上
階
数

地
下
階
数

延床
面積
（㎡）

築
年
数和暦

基
準

診
断

補
強

調査
年度

試算上
の区分

屋
根
屋
上

外
壁

内
部
仕
上

電
気
設
備

機
械
設
備

総合
劣化度

（オールＤ
は100点）

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧ ⑨
～

2019
(R1)

1990
(H2)

40年前

1989
(H1)

内
装
木
質
化

バ
リ
ア
フ
リ
ー

ト
イ
レ
環
境

空
調

1960
(S35)

～
1969
(S44)

1970
(S45)

60年前 50年前

～
1979
(S54)

2009
(H21)

2010
(H22)

～
1999
(H11)

2000
(H12)

～

30年前

1971（Ｓ46）年

帯筋間隔改正

1981（Ｓ56）年

耐震基準改正

現在1971（Ｓ46）年
帯筋間隔改正

1981（Ｓ56）年
耐震基準改正

建物情報一覧 （対象となる全ての建築物を、最小限の情報で一覧化・見える化）

施設別条件シート

○○小学校 2018年度

○○小学校 ×××３丁目1-23 建物敷地 運動場 その他 借用 ㎡ 合計
仮設建
物の有
無

仮設建
物の用
途

仮設建
物の面
積

仕上 下地 仕上
アスペス

トの有無 仕上 方式

1 北東棟 007
露出アスファ

ルト防水

外装薄塗
材E

アルミ
ビル用マルチ

エアコン <プール> （屋外） エレベーター 1 台 受水槽容量 25 ㎥ 受電容量 -

2 東棟 008
露出アスファ

ルト防水

外装薄塗
材E

アルミ
空冷パッケー

ジエアコン 構      造： コンクリート 製 （ 2009 年度） （ 1985 年度） （ 1983，2015 年度）

3 南西棟 012
露出アスファ

ルト防水

外装薄塗
材E

アルミ
空冷パッケー

ジエアコン 長さ： 25m 、 7 コース 高置水槽 5 ㎥ 自家発電 - KVA

4 教室棟 022
露出アスファ

ルト防水

外装薄塗
材E

アルミ
空冷パッケー

ジエアコン 設置年度： 1960 年度 （ 1985 年度） （ - 年度）

5 体育館 024 その他防水
外装薄塗

材E
アルミ 改修履歴： 1987 年度 浄化槽 - ㎥

<プールサイド> 不明 （ - 年度）

<循環ろ過装置>　ろ過方式： -

　備考： -

建物情報一覧表

所在地

学校

種別
棟名

表

示

順
施設名

棟

番

号
屋根・屋上 内装 冷暖房

プール

仕様

外部建具 給排水 電気外壁

2019/3/4

施設NO 0340001 7,516㎡ 8,900㎡ ㎡ 有 校舎 655㎡学校CD - 学校名 16,416㎡
延床
面積 6,513㎡

2018年 2024年 2037年 法適合・保有機能等

アスベストの有無 -

開放廊下の有無

児童生徒数・学級数の変化

969 人 951 人 818 人

29 クラス

-

ﾏﾝﾎｰﾙﾄｲﾚの有無 -

エレベーター 給水設備 受変電設備

児童数

グラウンド
その他施設状況

配置図 特記欄周辺図 近隣の公共施設情報

○○小学
校

小学
校

29 クラス 24 クラス学級数

S

007

北東棟

987㎡

1955年

（築62年）

：築30年以上

：築50年以上築年数凡例 ：改築

：長寿命化改修

：大規模改修

：単独改修

Ａ劣化
Ｂ

Ｃ

Ｄ

：概ね良好

：部分的に劣化

：広範囲に劣化

：早急に対応する必要がある

工種RC ： 鉄筋コンクリート造

SRC ： 鉄骨鉄筋コンクリート造
S ： 鉄骨造

W ： 木造 CB
構造 他： その他（不明含む）LS ： 軽量鉄骨造

：  ﾝ  ｰﾄﾌﾞ   造

建物タイプ ①：教室棟（1棟）

②：単独体育館・単独格技室（1棟）

③：複合体育館棟（1棟）

④：複合棟（1棟）

⑥：屋外プール（1棟）
●：共用（1校）

008

東棟

681㎡

1956年

（築61年）

012

南西棟

1,770㎡

1969年

（築48年）

022

教室棟

2,042㎡

1982年

（築35年）

024

体育館

1,033㎡

1986年

（築31年）

屋外プール

1987年

（築30年）

2009
(H21)

2010
(H22)

2011
(H23)

2012
(H24)

2013
(H25)

2014
(H26)

2015
(H27)

2016
(H28)

2017
(H29)

2018
(H30) 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 80

1 北東棟 007 RC 3 987 1955 S30 62 旧 済 済 H12 15.3 長寿命 H29 C A C C A C C - - - - - ① ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○◎◎◎◎◎◎◎外壁◎◎◎◎◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 耐震 ◎ 空調 □ □ □ 1,656,450 2,297,325 396,035 175,049

2 東棟 008 RC 2 681 1956 S31 61 旧 済 済 H12 11.2 要調査 H29 B A C C A C C - - - - - ① ○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○防○○○○○○○○◎◎◎◎◎◎外壁◎◎◎◎◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 耐震 ◎ 空調 □ □ □

3 南西棟 012 RC 2 1,770 1969 S44 48 旧 済 済 H12 30.3 長寿命 H29 B A C C A C C - - - - - ① △△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○防水○○○○○○○○ ◎ ◎ 外壁 ◎ 耐震 ◎ 空調 ◎ ◎ ◎

4 教室棟 022 RC 3 2,042 1982 S57 35 新 - - - - 長寿命 H29 A B B B A B C - A - - - ① △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○空調○○○○○○○○空調 ○ ○ ○ 防水 ○ 空調 ○ ○ ○

5 体育館 024 RC 2 1,033 1986 S61 31 新 - - - - 長寿命 H29 D C B B - B C - - - - - 76 45 ② △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○外壁○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 2,858 57,168 204,890 307,488 67,322

屋外プール RC - 1987 S62 30 - - - - - - H29 - - - - - - - C - - - - ⑥ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

共用 6,513 H29 - - - - - - - - - C C B ● △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ 21,513 64,854 19,342 21,513

小学
校

○○
小学校

１２次７次

電
気
設
備

プ
ー

ル

エ
レ
ベ
ー

タ
ー

屋
根
・
屋
上

外
壁

外
部
建
具

内
装

給
水
装
置

受
変
電
設
備

グ
ラ
ウ
ン
ド

冷
暖
房
設
備

給
排
水
管

築
年
数

基
準

診
断

耐震安全性 長寿命化判定

調査
年度

圧縮
強度
（N/㎟）

試算上
区分

鉄筋
の状
態

８次 ９次５次 ６次

補
強

棟番
号

構造 階数
延床
面積
（㎡）

建築年度

西暦 和暦

調
査
年
度

棟 共用

学校
種別

施設名
表
示
順

棟名

建物基本情報 構造躯体の健全性 躯体以外の劣化状況
１０次 １１次

～
1998
(H10)

1999
(H11)

～
2008
(H20)

1959
(S34)

～
1968
(S43)

1969
(S44)

～
1978
(S53)

30年前 20年前 10年前

～
1988
(S63)

1989
(H1)

1979
(S54)

60年前 50年前 40年前

履歴

コ
ス
ト
メ
リ

ッ
ト

（
シ
ミ

ュ
レ
ー

シ

ョ
ン
結
果

）

残
り
年
数

建
物
タ
イ
プ

児童生徒数反映版

築40

現 在

屋上・外壁

耐 震 診 断 不要

耐 震 補 強 不要

築 年 数 13

大規模改修年度 未実施

③ ﾊﾞ ｱﾌ ｰ対応 対応済

④ 環 境 対 応 対応済

⑤ 維持管理 ｽﾄ 平均並

①

②

②老朽化
状況

①耐震安全性

③ﾊﾞ ｱﾌ ｰ
対応状況

④環境
対応状況

⑤維持
管理 ｽﾄ

892 490 725

6,909 7,571 8,229

1,406 1,241 1,5341,614 902
802

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

H23 H24 H25

（千円）

年度

修繕費 委託料
光熱水費 工事請負費

その他

188 209 237

123
132

1251
1 1

6,909
7,571

8,229

0

5,000

10,000

0

300

600

H23 H24 H25

（千円）（MJ/㎡）

年度

電気 ガス

油 水道
光熱水費

児童生徒数等

建物情報

周辺施設の状況 敷地配置図

敷地条件

施設別条件シート（今後作成予定）
41 学校名 学校番号 543

校舎 棟番号 調査年月日 令和元年8月29日

塗膜防水 良好

汚れ程度

塗装仕上げ 部分的にひび割れ

アルミサッシ 良好

特記事項

評価 A

特記事項

評価 A

部位 外壁

特記事項

評価 B

部位 サッシ

神南小学校通し番号

建物名

部位 屋根、屋上

1.2.3.4.5.9

築年別整備状況 今後の維持・更新コスト

部位別の
仕様・履歴・劣化状況

令和元年度渋谷区学校劣化調査

等

対象 小学校１８校、中学校８校、幼稚園５園

修繕・改修履歴

築年度(西暦)

延床面積（㎡）

建物用途別／築年度別所有状況表（床面積㎡）
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12,000

14,000

16,000

l幼稚園園舎 i中学校屋内運動場 h義務教育学校屋内運動場g小学校屋内運動場 e小学校複合棟 c中学校校舎 b義務教育学校校舎a小学校校舎

中学校
屋内運動場

小学校
複合棟

幼稚園
園舎

中学校
校舎

小学校
屋内運動場

小学校
校舎

(㎡)
新耐震基準（1981年より後の建築）

14棟 5万㎡ 29.2％
旧耐震基準（1981年以前の建築）

54棟 12.1万㎡ 70.8％

代々木山谷小
校舎 新築費
13.5億円
35.4万円/㎡

渋谷本町学園校
舎・体育館
新築費 55.1億円
38.2万円/㎡

上原中
校舎・体育館
新築費39.3億円
27.9万円/㎡

築50年以上
29棟

6.9万㎡ 40.4％

築40年以上
25棟

5.2万㎡ 30.4％

築30年以上
4棟

0.8万㎡ 4.7％

築20年以上
4棟

0.8万㎡ 4.7％

築10年以上
3棟

1.6万㎡ 9.3％

築10年未満
3棟

1.8万㎡ 10.5％

築30年以上 58棟 12.9万㎡ 75.5％

築20年以上 62棟 13.7万㎡ 80.2％

(年度)
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（億円）

（年度）

10年間 10年間

6億円/年

10年間

26.2億円/年

10年間

17.1億円/年

今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

33.9億円/年

対象建物
68棟

17.1万㎡

40年間の総額

831億円

40年間の平均

21億円/年

建替え改修・更新費 長寿命化改修 中規模改修

躯体13.5Ｎ/㎟以下の建物の建替え

現在

10年間

6億円/年

10年間

26.2億円/年

10年間

17.1億円/年

10年間

33.9億円/年

12億円/年

10年間の平均

直近の
コスト水準

今後の維持・更新コスト（長寿命化）

 

 

のマネジメントに必要な情報を集約し、ひも付けて整理しています。 

今後は、これらの情報を更新していくことによって長寿命化計画（個別施設計画）の運用を行

い、効率的な施設の維持管理・運営の実現や、より良い学習・生活環境の整備を行っていきます。 
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② 構造躯体の健全性の把握 

建物は躯体が健全であれば、躯体以外の部分を修繕・改修・交換することで長く使用できます。 

建物の長寿命化を図り、長く使用していくために、建物の耐震性及び構造躯体の健全性の状況を

把握します。構造躯体の健全性については、過去の耐震診断のデータを用いて評価します。 

 

・調査方法、評価基準 

ＲＣ造の建物の構造の主要な部分（柱、梁、床版、屋根版など）のコンクリート強度が著しく低

い場合（コンクリート圧縮強度 13.5N/㎟以下）は、変質、変状、施工時の信頼性などに影響を及

ぼします（文部科学省作成「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（平成 27年 4月）」による）。

このため、耐震診断時のコンクリート圧縮強度の値を調べ、長寿命化に適さない可能性がある建物

を抽出します。 

コンクリート圧縮強度試験は各階ごとに複数箇所計測し、棟全体の評価を行うために「棟ごとの

各階平均の最低値」を用います。 

改修等の実施段階では、躯体の詳細調査に加え、経済性等から総合的な判断を下します。 
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【図表 3-9 長寿命化の判定フロー】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

工
事
実
施
段
階

耐震補強

耐震基準

耐震補強済み
または

耐震診断で耐震性あり

旧耐震基準

ＮＯ

または、使用不可ＹＥＳ

「長寿命」として試算 「改築」として試算

計
画
策
定
段
階

調査

評価
項目

（例示）

鉄筋コンクリート造
鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄骨造 木造

現地目視調査及び材料試験 現地目視調査 現地目視調査

➢ コンクリート圧縮強度
➢ 中性化深さ
➢ 鉄筋かぶり厚さ
➢ 鉄筋腐食状況
➢ 屋上・外壁の漏水状況

➢ 筋かいのたわみ
➢ 鉄骨腐食状況
➢ 非構造部材の取付部・
設備・二次部材安全性

➢ 屋根・外壁の漏水状況

➢ 土台・柱・梁の腐朽
➢ 柱・梁の傾斜
➢ 床のたわみ、床鳴り
➢ 屋根・外壁の漏水状況

躯体の詳細な調査

長寿命化 改築

躯体の詳細な調査に加えて経済性や教育機能上

などの観点から総合的に判断する

判断

コンクリート圧縮強度
13.5N/mm2以下

ＲＣ
造

「改築」判定建物には、

耐力度調査を実施して

改築事業の補助対象

になるかどうかを判断

する。

耐力度調査に準じて各

教育委員会で調査項

目・評価指標を設定し

判断する。

「要調査」
建物

ＹＥＳ

概ね40年以上で
腐食や劣化の進行が

著しいもの

Ｓ造
Ｗ造
等

ＹＥＳ

ＮＯ

ＲＣ造以外は、目視状

況により、長寿命化改

修に適さないと考えら

れる場合は、試算上の

区分を「改築」や「要調

査」と記入（選択）する。

ＲＣ造でコンクリート圧

縮強度が13.5N/mm2以

下の場合は、「要調査」

を自動で表示し、「改

築」として試算する。

新耐震基準

*1

*1
例えば、時を重ねて活用され続けた木造建物等は、それ自体が文化財的価値を有することも多く、
改築に際しては、こうした観点からの検討も別途行う必要がある。
。

出典：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 p.21
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校名 棟名 棟番号 築年
経過
年数

調査
年度

圧縮強度
(N/㎟)

判断基準

校舎2 ③-2 1974 45 2009 12.8 2階の平均

体育館・幼稚園
⑤-0
①（幼）

1974 45 1996 12.9 2階の平均

広尾小学校・広尾幼稚園 体育館・幼稚園
⑦-1、⑦-2
⑤（幼）

1974 45 1998 13.4 地下2階の平均

猿楽小学校 校舎1 ①-2 1962 57 2009 10.0 2階の平均

加計塚小学校 校舎2 ⑦-2 1974 45 2001 11.3 2階の平均

幡代小学校 校舎
③-1
③-2

1970 49 2001 12.1 2階の平均

中幡小学校 校舎 ①-7 1972 47 2001 11.9 3階の平均

西原小学校 校舎1 ⑮ 1973 46 1996 12.4 1階の平均

千駄谷小学校 校舎 ②-2 1974 45 2001 11.4 3階の平均

校舎
①-1、①-2

①-3
1974 45 1996 12.9 2階の平均

体育館 ②-0 1975 44 1996 10.8 1階の平均

代々木中学校 校舎2 ⑤-0 1972 47 1995 12.8 2階の平均

笹塚中学校 校舎2 ⑦-2 1972 47 1998 12.7 2階の平均

松濤中学校 校舎1 ①-2 1960 59 2001 9.1 3階の平均

原宿外苑中学校 校舎 ⑱-1 1971 48 2001 12.7 2階の平均

鳩森小学校

臨川小学校

基本情報

・評価結果 

過去に実施した耐震診断時のコンクリート圧縮強度をみると、13.5Ｎ/㎟以下である建物が 15

棟あります。これらは耐震補強をしてあるので耐震性に問題はありませんが、長寿命化にあたって

は躯体部分が長期間の使用に耐えうることが必要となるため、改修時に躯体の補強もあわせて行う

ことになり、改修コストが高くなることや、工期が伸びる可能性があることに留意する必要があり

ます。 

 

 【図表 3-10 コンクリート圧縮強度が 13.5N/㎟以下の建物】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・躯体の健全性のまとめ 

 コンクリート圧縮強度 13.5Ｎ/㎟以下である建物が 15棟あります。耐震性に問題はなく、直ち

に建替えが必要なわけではありませんが、長寿命化には向かない可能性があります。また、それ以

外の建物でも躯体の補修等に多くのコストがかかる場合は、残りの使用年数から経済性判断を行い、

建替えも視野に入れてより有利となる方向性を選択します。 

 

  

：築 50年以上の建物 
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参考：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 p.26

Ａ 概ね良好

Ｂ 部分的に劣化（安全上、機能上、問題なし）

Ｃ 広範囲に劣化（安全上、機能上、不具合発生の兆し）

Ｄ

早期に対応する必要がある

（安全上、機能上、問題あり）

（躯体の耐久性に影響を与えている）

（設備が故障し施設運営に支障を与えている）等

良好

劣化

評価 基準

目視による評価【屋根・屋上、外壁】 経過年数による評価
【内部仕上げ、電気設備、
機械設備】

20年未満

20～40年

40年以上

基準

Ａ

Ｂ

Ｃ

評価

経過年数に関わ
らず著しい劣化
事象がある場合

Ｄ

良好

劣化

③ 躯体以外の劣化状況 

今後必要となる改修の内容や時期を検討するためには、建物の劣化状況を把握する必要がありま

す。このため令和元年度に建物の目視調査を行い、この調査結果に基づき、今後の修繕・改修サイ

クル、工法等の見直しやコスト算定を行います。 

 

・調査方法、評価基準 

躯体以外の劣化調査は、棟毎に建物の部位について、現地目視により調査しました。建物ごとに

５つの部位（屋根・屋上、外壁、内部仕上、電気設備、機械設備）で劣化状況を把握し、Ａ、Ｂ、

Ｃ、Ｄの４段階で評価します。評価基準は文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書

（平成２９年３月）」に準じます。 

 【図表 3-11 劣化評価基準】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

健全度とは、建物の健全性を 100点満点で数値化した評価指標です。①部位の評価点と②部位

のコスト配分を下表のように定め、③健全度を算定します。この評価結果を、各部位の改修コスト

の比率に基づく点数に変換し、建物全体の点数を健全度として算出しました。この健全度は、建物

全体の劣化状況を示す指標として、築年等のデータと併せて各建物の改修優先度の設定に用います。 

 

 【図表 3-12 健全度の算定方法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②部位のコスト配分

Ａ

Ｂ

Ｃ

Ｄ

100

75

40

評価点

10

①部位の評価点

部位 コスト配分

１ 屋根・屋上

２ 外壁

３ 内部仕上げ

5.1
17.2
22.4

４ 電気設備

５ 機械設備

8.0
7.3

③健全度

総和(部位の評価点×部位のコスト配分)

※100点満点にするためにコスト配分の合計値で割っている。

※健全度は、数値が小さいほど劣化が進んでいる ことを示す。

60計

60÷

（下図「劣化状況調査票」記入例における健全度計算例）

１ 屋根・屋上

２ 外壁

３ 内部仕上げ

４ 電気設備

５ 機械設備

評価

Ｃ
Ｄ
Ｂ
Ａ
Ｃ

評価点

40
10
75
100
40

×
×
×
×
×

配分

5.1
17.2
22.4
8.0
7.3

＝
＝
＝
＝
＝

204
172

1,680
800
292

計 3,148

÷ 60

52健全度

→
→
→
→
→
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塗膜防水の劣化

千駄谷小学校 校舎
全体的に塗膜防水が劣化して破断し、
下地が広範囲にわたり露出している。

アスファルト露出防水の劣化

渋谷本町学園 校舎
広範囲にひび割れ、摩耗が見られる。

外壁のひび・爆裂

長谷戸小学校 体育館・特別教室棟
外壁に大きな亀裂があるほか、爆裂も

広範囲に見受けられる。

外壁のひび・錆汁

上原中学校 校舎
広範囲にひび割れ、錆汁が出ている。一

部が露筋している箇所がある。

金属屋根の劣化

西原小学校 体育館
部分的に塗装の剥がれ、錆が見られる 。

Ｄ評価

Ｃ評価

Ｂ評価

Ｄ評価

Ｃ評価

外壁のひび

幡代小学校 校舎
部分的にひび割れが発生している。

Ｂ評価

塗膜防水の屋上

加計塚小学校 校舎
汚れ程度で状態は良好。

Ａ評価

塗仕上げの外壁

広尾中学校 校舎
近年に改修済みで良好。

Ａ評価

・劣化状況調査結果 

屋上・外壁については、過去の改修により良好な状態を保つ棟が多い一方、Ｄ評価の棟はいずれ

も劣化が特に著しく、早期に対応する必要があります。一方で、設備については、経年により劣化

が進行する学校が多く、結果、すべての建物にＣ評価またはＤ評価がない学校は全体の 2割を下回

っています。特に、旧耐震基準で建てられた建物は、原宿外苑中学校の体育館と富谷小学校の各棟

以外いずれかの部位が C評価以下となっているため、改修が必要な状況です。新耐震基準の棟は、

築 30年以内の建物は総じて良好ですが、外部の劣化が顕在化し始めている建物もあり、これらの

建物への対応が必要になっています。 

【図表 3-13 屋上・外壁の代表的な劣化事象】 

  
屋上防水の劣化事例 外壁の劣化事例 
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22.9%

21.1%

52.8%

45.8%

57.2%

53.8%

25.3%

39.0%

40.7%

7.3%

23.3%

53.6%

8.3%

10.8%

22.3%

2.7%

13.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

機械設備

電気設備

内部仕上げ

外壁

屋根・屋上

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ

Ｄ
評価

Ｃ
評価

Ｄ
評価

Ｃ
評価

Ｄ
評価

Ｃ
評価

Ｄ
評価

Ｃ
評価

Ｄ
評価

Ｃ
評価

Ｄ
評価

Ｃ
評価

コンクリート圧縮強
度13.5Ｎ／㎟以下

15 3 4 1 0 1 0 0 1 0 11 0 6

旧耐震の建物 39 3 9 1 4 1 4 0 6 0 24 0 14

新耐震の建物 14 0 3 0 3 0 3 0 1 0 3 0 2

合計 68 6 16 2 7 2 7 0 8 0 38 0 22

電気設備 機械設備屋根・屋上 外壁 内部仕上げ

棟数

外部開口部

建物の部位別にみると、屋根・屋上は 3割強が劣化しており、早期に対応が必要な状況となっ

ているＤ評価の棟が 6棟あります。外壁は 8割以上が良好ですが、そのうちＢ評価を受けた約 4

割の棟に関しては部分的にひびや浮きがあるため、今後は経過観察を行いながら、計画的に維持

保全を行っていくことが必要です。また、Ｄ評価の棟 2棟とＣ評価を受けた 7棟は早期に改修が

必要になります。内部は全体的に良好です。電気は全体的な経年劣化が進んでおり、大規模改修

時には配線や盤類、機器の更新が必要です。機械は給排水管取替工事を実施している関係で良好

ですが、未改修の建物で経年劣化が進行している状況です。 

 

【図表 3-14 部位別の集計結果（面積比）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・躯体以外の劣化状況のまとめ 

建物（屋根・屋上、外壁、内部仕上げ）はこれまで改修を実施してきましたが、早期に対応が

必要なものが残っています。また、電気・機械などの設備はこれまで全体的な更新を行っておら

ず老朽化が進行しており、この結果、いずれかの部位にＣ評価またはＤ評価がある学校が全体の

8割を上回っています。新耐震基準の建物は状態が良好ですが、旧耐震基準の建物は改修から時

間が経ち、再び劣化が顕在化してきています。コンクリート圧縮強度が低く、改修時に躯体の補

修が必要となる可能性があり、かつ、その他部位の劣化も進行している建物もあるため、必要と

なる改修内容を明らかにして、建替えと長寿命化のどちらが有利であるのかを検討し、今後の方

向性を決める必要があります。 

【図表 3-15 評価の集計結果】 

  

対象：170,550㎡ 68 棟 
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(㎡)

築10年
未満
30棟

築10年
以上
22棟

築30年以上 全体の76％築30年以上 全体の42％

・新・増築 1.6万㎡

機
能
向
上
に
係
る
整
備

実
施
す
る
必
要
が
あ
る
整
備

サッシ更新

（億円）

グラウンド
（全天候型化）

用途変更に伴う
内部改修等

トイレ改修

空調設置
防球フェンス等

維持補修費他
（概ね１千万円以下の
工事）

外構・プール改修

劣化対応
・屋上防水
・外壁
・設備更新

・新・増築 3.6万㎡

グラウンド
（人工芝生化等）

トイレ改修

用途変更に伴う
内部改修等

災害用トイレ等 防災機能

屋上緑化

耐震改修
・校舎の耐震補強

耐震改修
・非構造部材の耐震化 等

本町小学校解体

10年間の平均
5.6億円

3,266円/年・㎡

（３）これまでの修繕・改修実績額（新築費以外） 

20～40 年前には、機能回復と機能向上を合わせた長寿命化改修が実施（年 9.0 億円）されて

いました。10～20年前では、機能向上としては、トイレ改修、グラウンド人工芝生化及び耐震改

修が機能回復のための改修と合わせて実施されていました（年 6.9億円）。直近 10年間では、機

能回復工事（部位改修）と空調の設置が中心（年 5.6億円）となっており、新築費を合わせた直近

の実績は年 12億円となっています。 

 

【図表 3-16 これまでの修繕・改修実績額（新築費以外）】 
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単価の考え方

サイクル
改修サイクル
・改修、建替えから20年周期 中規模改修

20年 20年 20年

長寿命化改修 中規模改修 建替え

工期

① 建替え 3年

② 長寿命化改修 3年

③ 中規模改修 1年以内

単価

構成

改修

範囲

単価

構成

改修

範囲

屋根・屋上改修 3.5% 100% 1.4万円 3.0% 100% 1.2万円 1年以内

外壁改修 11.8% 100% 4.7万円 9.6% 100% 3.8万円 1年以内

内部仕上げ修繕 22.4% 25% 2.2万円 22.5% 25% 2.3万円 1年以内

電気修繕 8.0% 25% 0.8万円 9.6% 25% 1.0万円 1年以内

設備修繕 7.3% 25% 0.7万円 3.3% 25% 0.3万円 1年以内

40万円

20万円

10万円

④
部
位
改
修

校舎 体育館

10万円

20万円

40万円

※消費税・設計費・解体費込み。仮設校舎・校庭整備費は別途計上
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（億円）

（年度）

10年間 10年間

6億円/年

10年間

26.2億円/年

10年間

17.1億円/年

今後の維持・更新コスト（長寿命化型）

33.9億円/年

対象建物
68棟

17.1万㎡

40年間の総額

831億円

40年間の平均

21億円/年

建替え改修・更新費 長寿命化改修 中規模改修

躯体13.5Ｎ/㎟以下の建物の建替え

現在

10年間

6億円/年

10年間

26.2億円/年

10年間

17.1億円/年

10年間

33.9億円/年

12億円/年

10年間の平均

直近の
コスト水準

（４）今後の維持更新コスト 

長寿命化に適していない棟（圧縮強度 13.5Ｎ/㎟以下の建物）は基本的に建替えとし、その他の

建物については、築 80 年までの長寿命化を行う前提で、コストシミュレーションを実施しま

した。直近の修繕・改修実績額は 5.6億円/年、新築費を含めると 12億円/年となっていますが、今

後 40 年間の維持更新コストは長寿命化を実施しても平均 21 億円/年となり、過去の改修実績額

の 1.8倍にのぼります。 

 

【図表 3-17 現在と面積を変えず、長寿命化を図る場合のコストシミュレーション】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

<試算条件> 

 ・コンクリート圧縮強度が 13.5Ｎ/㎟より大きい建物は、築 40 年で長寿命化改修し、築 80年

で建替える。 

・コンクリート圧縮強度 13.5Ｎ/㎟以下の建物は築 50年で建替える。既に築 50年を過ぎてい

る場合は 5年以内に建替える。 

・㎡単価に現在の面積を乗じる。建替えは現在と同面積で建替えるものとする。 

  



 

30 

 

第４章 学校施設整備の基本的な方針等 

１ 学校施設の方向性 

学校施設について、ハード面、ソフト面（上位・関連計画、施設規模等、児童・生徒数、学級数）

からの多面的な実態把握を基に、課題を明確にすることで、方向性を導き出します。 

 

（１）ハード面の実態・課題のまとめ 

（実態） 

⚫ 全 27施設中、躯体が低強度の建物を有する施設が 13施設、1971年以前の帯筋間隔改

正前の基準で建築された棟を有する施設が 8施設あるなど、改修費用が嵩む等の経済性の

面も含め、長寿命化改修を実施するには課題を有する施設が大半を占める。 

⚫ いずれかの部位が C、D評価の施設が全体の 8割を超えており、老朽化対応が必要な施設

が多い。 

⚫ 直近 10年間の改修費用は年 5.6億円となっているが、劣化対応が主となっており、バリ

アフリーなどの機能向上の支出が限定的である。 

（課題） 

⚫ 長寿命化改修を行うには課題のある 21施設については、建替えを行い、老朽化対応と機

能向上を図る必要がある。 

⚫ 21施設について、仮に 3年で 2校ずつ建替えをした場合、30年間で完了する（その他

の施設は原則 80年の長寿命化）。 

⚫ その場合、今後 40年間で年平均 21億円の更新費用が必要となる。これは、過去 10年

間の新築費を含めた修繕・改修実績額の平均 12億円の 1.8倍となる。 

 

 

（方向性） 

⚫ 将来、更新コストはこれまでの修繕・改修費用の水準を大幅に超過し、ハード面での改

善策ではそのギャップを埋めることは困難であるため、他施設との複合化・共用化や適

正規模・適正配置等の方策と連動することが必要となる。 

⚫ 現状のままでは、老朽化が一層進むとともに、学校施設の目指すべき姿が実現されない

状態が続くため、財政負担の削減・平準化に配慮しつつ、財源を確保の上、計画的な整

備を着実に進める。 
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（２）学校施設の目指すべき姿のまとめ 

（実態―上位・関連計画） 

⚫ （渋谷区実施計画）・ICT教育の推進、英語教育の充実 ・学校・家庭・地域の連携  

・コミュニティスクール ・放課後クラブ 

⚫ （渋谷区教育大綱）・「生きる力の育成」と「個性の伸長」を目指す教育の推進、「未来

を生きる子どもを育む学校づくり」 ・教員の働き方の見直し。 

（課題―検討委員会意見等） 

⚫ 学校施設の機能維持・機能向上 

・安全性の確保・生活環境の維持・向上 

・避難所としての防災機能の確保 

・時代のニーズに応えた教育環境 

⚫ 地域の拠点としての学校施設づくり 

・公共施設との複合化 

・プールや図書館などの共用・集約化等 

 

 

（方向性） 

⚫ 安全性の確保 

・建築物としての性能向上 

・防災拠点としての機能強化 

⚫ 学習・生活環境の向上 

・学校施設の多様性を踏まえた機能性・利便性の向上 

・インクルーシブ教育の推進 

・主体的・対話的で深い学びを支援する学習空間 

・変化に対応できる施設整備 

・教職員の働く場としての機能向上 

・学校の特色づくり 

⚫ 地域とともにある学校施設づくり 

・多様な人材の参画による開かれた学校運営の推進 

・区民施設との複合化、共用化 

・地域資源の更なる活用 

⚫ 今後の教育・学校の在り方 

・「選ばれる、選んでよかった渋谷区立」となるための環境整備、多様な方策展開 
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（３）施設規模の実態・課題のまとめ 

（実態） 

⚫ 特に小学校の敷地が狭い（小学校平均敷地面積 7,220㎡→運動場は 2,000～4,000㎡

未満で 17校中 14校が基準面積を下回る）。 

⚫ 小学校は施設規模に余裕のない施設が多い（文科省面積基準未満 校舎４校、体育館 14

校）。 

⚫ 校舎は１棟建ての施設が 27施設中 15施設を占める（部分改築が難しい）。 

（課題） 

⚫ 建替え又は大規模改修時に仮設校舎を校庭に設置すると、殆ど運動場が使用できなくな

る学校がある。 

⚫ 機能向上を図る必要があるため、敷地を最大限有効活用できるような配置等を行う必要

がある。 

 

（方向性） 

⚫ 建替えのための仮校舎用の敷地を確保し、今後の学校建替え時に順次使用するための仮

校舎を整備する（建替え工事中の教育環境や安全の確保、コストの削減）。 

 

 

（４）児童・生徒数、学級数の実態・課題のまとめ 

（実態） 

⚫ 児童・生徒数の推計では、2025年頃まで児童・生徒数は増加後、減少に転じる。 

⚫ 今後 10年後にかけて 12学級未満の状態が継続する学校が 10校存在する。 

  小学校：長谷戸小、常磐松小、鳩森小 

  中学校：(6学級) 笹塚中、鉢山中、広尾中 

      (7～10学級) 渋谷本町学園中、上原中、松濤中、原宿外苑中                              

⚫ 一方、10年後でも 18学級以上の状態を維持する小学校 7校（幡代小、笹塚小、渋谷本

町学園小、西原小、富谷小、神南小、猿楽小）が存在する。 

（課題） 

⚫ 特に小学校において学級規模の格差が大きく、代官山・恵比寿・広尾地域（長谷戸小、

常磐松小、鉢山中、広尾中）、代々木・千駄ヶ谷・原宿・神宮前地域（鳩森小）、笹

塚・幡ヶ谷・初台・本町地域（笹塚中）において、学校再編（学区変更、統廃合）検討

の必要性がある。 

 

 

（方向性） 

⚫ 適正規模・適正配置の検討 

⚫ 廃校発生時には、敷地を仮校舎用地として活用 
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２ 施設整備の考え方 

学校施設の置かれている実態を踏まえつつ、今後第２章において掲げた「学校施設の目指すべき

姿」を見据えた整備を進めていくに当たり、より効率的で効果的な施設整備を実施していくため、

以下の考え方を基本的な方針として設定します。 

 

 

 

「施設整備の考え方」を図示すると、図表 4-1のようになります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

•原則として、すべての児童・生徒が、時代の趨勢にあった環境で等しく教
育を受けることができるよう、基本的な整備水準を確保して、学校施設の整
備を実施

基本的な整備水準の確保

•施設・設備の老朽化対策や安全性確保を最優先に考える

•施設の老朽化への対応について、「改築」と「長寿命化」を併用し、統合
の見通し等に留意しながら適切な時期に適切な内容の保全や老朽化対策等を
実施

施設の老朽化対策・安全性の確保

•「学校施設の目指すべき姿」の実現に向けた整備には多額の費用を要し、
すべてを一斉に実施することは困難であるため、「優先度」や「整備のタイ
ミング」の検討が必要

•これからの時代に適した学校施設環境を整えるため、費用対効果や実現可
能性、整備のタイミング等をふまえながら、多様なニーズに対応するための
施設整備を検討

多様なニーズへの対応
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【図表 4-1 施設整備の考え方】 

 
 

 

 

 

 

 

 

  

学校施設の目指すべき姿

１．安全性の確保

２．学習・生活環境の改善

３．地域とともにある学校づくり

４．今後の教育・学校の在り方

• 原則として、すべての児童・生徒が、時代の趨勢に
あった環境で等しく教育を受けることができるよう、
基本的な整備水準を確保して、学校施設の整備を実施

基本的な整備水準の確保

• 施設・設備の老朽化対策や安全性確保を最優先に考え
る

• 施設の老朽化への対応について、「改築」と「長寿命
化」を併用し、統合の見通し等に留意しながら適切な
時期に適切な内容の保全や老朽化対策等を実施

施設の老朽化対策・安全性の確保

• 「学校施設の目指すべき姿」の実現に向けた整備には
多額の費用を要し、すべてを一斉に実施することは困
難であるため、「優先度」や「整備のタイミング」の
検討が必要

• これからの時代に適した学校施設環境を整えるため、
費用対効果や実現可能性、整備のタイミング等をふま
えながら、多様なニーズに対応するための施設整備を
検討

多様なニーズへの対応

施設整備の考え方

 

施
設
の
老
朽
化
対
策
・
安
全
性
の
確
保 

多
様
な
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応 

 

 

これからの時代に適した学校施設環境を整えるため、費用対効果や実現可能性、整備の

タイミング等を踏まえながら、多様なニーズに対応するための施設整備を検討する。 
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３ 学校適正規模・適正配置に向けた取組との連携 

区内において、小規模校と大規模校の二極化が見受けられる状況において、将来を見据えて学校

を整備していくためには、学校施設の改築・大規模改修と学校の適正規模・適正配置を一体的なも

のとして考慮する必要があります。 

未来の子供たちにハード・ソフトの両面からより良い教育環境をつくるため、学校施設の老朽化

だけに着目した施設整備から、学校の適正な規模と配置等の教育環境向上の視点を取り入れたもの

とし、該当校だけではなく、周辺の学校を含めて考慮することで多面的な学校施設長寿命化計画に

することが必要です。 

ただし、適正規模・適正配置の議論において、望ましい規模を下回ること、あるいは上回ること

が直ちに望ましくない教育環境にあるとは断定できません。学校の教育環境は様々な条件により総

合的に整えられるものであり、各学校では、それぞれの規模に応じた教育の充実に取り組んでいる

ことを念頭に置くことが必要です。 

 

（１）適正規模について 

小規模校、大規模校それぞれにメリット・デメリットがあります。少人数によるきめ細かな指導

体制・環境整備については、国の教育再生実行会議において、計画的な整備の考えが示されていま

す。学校施設長寿命化計画においても、引き続き、国の動向を注視し、その方向性を踏まえた計画

にする必要があります。 

本区では、平成７年の東京都渋谷区立学校児童生徒減少問題審議会において、小学校は２０人学

級、中学校は３０人学級を前提とした学校規模についての答申がなされており、これを踏まえつつ、

国との整合性を図った適正規模の検討が必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）適正配置について 

① 通学距離の基準：概ね、「小学校１ｋｍ程度」、「中学校１．５ｋｍ程度」 

② 通学区域の見直しについて 

今後、通学区域の見直しを行う際には、幹線道路等の通学環境を含めた、通学の安全対策を

最重要としつつ、地域コミュニティとの関係にも配慮して検討します。また、中学校の学区域

はできる限り小学校の学区域を分断しないよう配慮します。 

 

 

【東京都渋谷区立学校児童生徒減少問題審議会】（平成７年） 

 渋谷区立学校の児童生徒の減少に伴う対応措置の基本的な考え方と具体的法則について答申 

小学校 各学年２学級以上 児童数 250 人程度 

中学校 各学年４学級以上 生徒数 400 人程度 

＜小規模校＞  

小学校 1 学級 20 人以上  児童数 120 人 

中学校 各学年 2 学級以上 生徒数 130 人 
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（３）今後の取組について 

①  国等の動向を踏まえつつ、渋谷区独自の取組方法を検討し、子供の教育環境の改善を中心に

据えた適正規模・適正配置を図ります。 

②  学校教育における義務教育期間９年間の連続性、多様な教育的支援の必要性、地域コミュニ   

ティや避難所等との関係性を十分に考慮します。  

③  中長期的に小規模校・大規模校として学校運営を見込む場合には、地域の実情や児童・生徒

の実態を踏まえ、それぞれの規模に応じた教育の充実方策を検討します。 

④ 教室数の不足等で喫緊に対応が求められる大規模校については、環境改善の検討を速やかに

行い、その結果を区全体の適正規模の考え方に反映していきます。 

 

 

＜参考：少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備について＞ 

 ■ 学級編成の標準の計画的な引き下げ 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

小学校 

（40人→35人） 
小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 

（文部科学省資料より抜粋） 
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調査

評価
項目

（例示）

鉄筋コンクリート造
鉄骨鉄筋コンクリート造

鉄骨造 木造

現地目視調査及び材料試験 現地目視調査 現地目視調査

➢ コンクリート圧縮強度
➢ 中性化深さ
➢ 鉄筋かぶり厚さ
➢ 鉄筋腐食状況
➢ 屋上・外壁の漏水状況

➢ 筋かいのたわみ
➢ 鉄骨腐食状況
➢ 非構造部材の取付部・
設備・二次部材安全性

➢ 屋根・外壁の漏水状況

➢ 土台・柱・梁の腐朽
➢ 柱・梁の傾斜
➢ 床のたわみ、床鳴り
➢ 屋根・外壁の漏水状況

躯体の詳細な調査に加えて経済性や教育機能上

などの観点から総合的に判断する

第５章 長寿命化の実施計画 

１ 基本的な方針等を踏まえた保全に係る基準の設定 

（１）建築物の望ましい目標使用年数 

 長寿命化とは、構造躯体の健全性を維持し、物理的な耐用年数近くまで建物を使用することです。

建物は躯体が健全であれば、躯体以外の部分を修繕・改修・交換することで長く使用できます。 

 建物の望ましい目標使用年数は構造種別により異なり、鉄筋コンクリート造、鉄骨鉄筋コンクリ

ート造、及び重量鉄骨造について高品質の場合は 80年から 120年となります。構造躯体の物理

的な耐用年数は、施工時の状況やその後の使用状況及び立地環境によって異なります。そこで下表

により、高品質の場合の下限値、普通品質の場合の上限値である80年を採用することが適当です。 

【図表 5-1 建築物の望ましい目標使用年数】 

 

 

 

 

 

 

（２）長寿命化判断のために今後必要な調査 

 耐震診断時に行った調査は、圧縮強度等の限られた情報による評価であり、また、中性化深さや

鉄筋の腐食度は経年により進行します。そのため、「長寿命化に適さない」評価と判定された建物

と、「長寿命化に適する」評価と判定された建物でも 10年以上前の古いデータであれば、工事実

施時に耐力度調査に準じた構造躯体の詳細な調査を行う必要があります。 

 詳細な調査では、鉄筋コンクリート造については、コア抜き、はつり調査を実施し、鉄筋の腐食

度、圧縮強度、中性化深さの測定を行います。 

 また、鉄骨造の建物については、材料試験を行わず、現地目視調査にて判断します。不同沈下、

建物の傾き、外壁のひび割れ、構造部材のサビ・腐朽・座屈・破断等の有無について目視にて調査

を行います。 

【図表 5-2 今後必要となる調査】 

 

 

 

 

 

 

  

目標とする使用年数を８０年と設定します。 

ただし、目標使用年数の時点で躯体の健全性が確認できればさらに長く使うことも検討します。 

高品質

の場合

普通の品質の

場合

高品質

の場合

普通の品質の

場合

軽量鉄骨

ブロック造

れんが造
木造

鉄筋コンクリート造

鉄骨鉄筋 コンクリート造

鉄骨造

重量鉄骨

80～120年 50～80年 80～120年 50～80年 30～50年 50～80年 50～80年

出典：建築物の耐久計画に関する考え方（日本建築学会） 
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• 施設の安全性と運営にとって重要な部位・設備（外壁・屋根・屋上防水・受変電・空調等）につ

いては、20年周期を標準とし、その時の状況を見た上で、計画的に改修・更新する（劣化等の状

況により、実施時期が前後することがある。）。 

• 躯体を長期に（80年程度）使う上で、中間年（40～50年）をめどに、躯体の詳細調査を実施し、

必要なものには躯体改修工事を行う。 

• 中間年（40～50年）をめどに、躯体以外の部位・設備についても、内装、設備、配管を含めた全

面的な改修を行う。 

• その際、施設に求められるバリアフリー、防災機能等の機能向上についても、その時の個別施設

の状況やニーズに応じて、費用対効果を吟味しつつ可能な限り対応する。 

（３）長寿命化の基本的な考え方と修繕・改修サイクル 

 建物の目標使用年数を従来の 60年から 80年に延伸し、長寿命化のための整備レベルと更新周

期の設定を検討します。用途・規模・立地などによって劣化状況は異なるため、改修実施段階では

個別に対応を決めなければなりませんが、目安として、標準のサイクルを以下のように定めます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【図表 5-3 計画的な保全による長寿命化の考え方】 

 

  

年
20 8040 60竣工

長寿命化改修
（機能向上）

中規模改修
（機能回復）

経年による機能・性能の劣化
解体・建替え

建物の水準

参考：工事内容

解体・建替え

躯体の健全性
調査結果が良

躯体の健全性調
査結果が良けれ
ばさらに長期に

活用できる

中規模改修
（機能回復）

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換
• バリアフリー改修等

築40年目
長寿命化改修
（機能向上）

• 開口部改修（サッシ交換）
• 内部改修（床・壁・天井・家具等下地共）
• 電気設備 (配線・配管類含む更新)

• 給排水設備 (配線・配管類含む更新)等

• 躯体補修(中性化対策、鉄筋腐食対策等)

築20年目
中規模改修
（機能回復）

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換

機
能
回
復
①

機
能
回
復
①

機
能
回
復
②

築60年目
中規模改修
（機能回復）

• 用途変更・新たな諸室の整備
• 機能向上に伴う設備システム変更・機器交
換（配管・配線類含む）

• バリアフリー改修 ・防災・防犯改修
• 断熱化・省エネ化・高耐久改修

機
能
向
上

• 防水改修
• 外壁改修
• 電気設備機器交換
• 給排水設備機器交換
• 空調機器交換
• バリアフリー改修等

機
能
回
復
①
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建替え
修
繕

建替えまで10年以上あり、
Ｃ Ｄ評価がある場合

安全確保

機能回復修
繕

実態・課題

方向性
（判定）

解体

耐力度調査と経済性により
最終判断

安全確保

建替え

建替え
機能回復
機能向上

機能回復

機能回復
機能回復
機能向上

建替え

修
繕

修
繕

機能回復

老朽化が著しく進行するなど、躯体の補修が必要な場合には、長寿命化しても機能回復に多くの

コストがかかり必要な機能回復が行えない、または経済性からみて非効率となる場合があります。

このため、躯体の詳細調査で圧縮強度 13.5Ｎ/㎟未満の校舎や旧耐震基準で建てられた校舎の内、

より基準の古い 1971（昭和 46）年以前に建てられたものは、躯体補修にコストをかけた上で長

寿命化を行っても、費用対効果が薄いとみて、計画の策定段階では建替えとして試算するものとし

ます。 

建替え型…長寿命化しても、躯体の補修にコストが必要となり、そのぶん必要な機能向上にかけ

られるコストが少なくなる可能性がある上、残り使用年数が短い建物。 

例）コンクリート圧縮強度 13.5N/㎟ 以下の建物。 

1971（昭和 46）年以前のＲＣ造の建物（建築基準法改正前、帯筋間隔の構造

規定改正前の建物であり、現行と異なる基準で建築されている可能性があるた

め）。 

 長寿命化型…上記以外の建物 

 

効率的に整備を行うためには全棟一律ではなく、建物の実態に応じた整備方法を使い分ける必要

があります。劣化状況と今後の方向性を踏まえ、各建物を実態に応じて区分分けし、最適な今後の

修繕・改修サイクルを設定します。 

【図表 5-4 建物の実態・課題に応じた今後の修繕・改修サイクルの選択例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長寿命化改修実施前には建物の状態を確認した上で、長寿命化が可能か判断することとします。 

中規模改修・長寿命化改修については、改修する部位をまとめて対応することで、仮設の効率化

と国庫補助の活用を図ります。劣化は日々進行していくため、中規模改修、長寿命化改修を当面予

定しない建物でも、劣化している部位がある場合は個別に対応し、躯体の劣化への影響を防ぎ、施

設利用者の安全に配慮します。  
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（４）整備レベル 

原則として、すべての児童・生徒が、時代の趨勢にあった環境で等しく教育を受けることができ

るよう、基本的な整備水準を確保して、学校施設の整備を実施します。 

建設当初は標準的な整備水準だった建物でも、断熱性能や照明の明るさなど、現在求められる水

準には届かなくなっていきます。さらに第 2章の「学校施設の目指すべき姿」に記載した視点とし

て、バリアフリーや防災・防犯機能、新たな学びのスタイルへの対応など、さらなる機能向上が求

められており、これらの要求に対して改修時に対応する必要があります。このため、本計画に基づ

き改修等を実施する際は、単に建築時の状態に戻すのではなく、時代のニーズに応えた教育環境へ

の対応を進めます。改修に当たっては、一律整備レベルを引き上げるのではなく、あらかじめ改修

内容を複数設定し、施設の状況によって最適な内容を選択します。 

 

【図表 5-5 校舎の整備レベル例】
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【図表 5-6 学校施設バリアフリー化推進指針等】 

文部科学省「学校施設バリアフリー化推進指針」等より抜粋 

 

 

 学校施設のバリアフリー化等の推進に関する基本的な考え方  

１ 学校施設のバリアフリー化等の視点  （主な改訂内容） 

・インクルーシブ教育システムの理念を構築し、障害のある児童生徒等の教育環境を充実していく重要性を明記 

・バリアフリー法改正を踏まえ、既存施設も含めた学校施設のバリアフリー化を一層推進していく重要性を明記 

・校舎や屋内運動場などの建物内部はもとより、敷地内の経路等も含めたバリアフリー化の重要性を明記 

・障害のある児童生徒と障害のない児童生徒との交流及び共同学習の円滑な実施への配慮の重要性を明記 

・良好な避難生活など求められる防災機能を発揮できる学校施設として計画していくことの重要性を明記 

２ 既存学校施設のバリアフリー化の推進  （主な改訂内容） 

・バリアフリー化の整備計画の策定に際し、学校施設を利用する地域の障害者、高齢者、妊産婦等の意見を聞き、

検討することの有効性を明記 

・バリアフリー化の整備計画の策定に際し、学校施設のバリアフリー化の現状に加え、配慮を要する児童生徒や教

職員の在籍状況、避難所の指定状況等を調査し、安全かつ円滑な利用に対する障壁を的確に把握すること、重点

的・優先的に対応すべき施設・設備を明確化し整備目標を設定すること等の重要性を明記 

・学校施設の長寿命化改修の機会の活用を含めたバリアフリー化の重要性を明記 

 公立小中学校等施設のバリアフリー化に関する令和 7年度末までの国の整備目標  

・車椅子使用者用トイレについて、避難所に指定されている全ての学校に整備する。 

・スロープ等による段差の解消について、全ての学校に整備する。 

・エレベーターについて、要配慮児童生徒等が在籍する全ての学校に整備する。 

（具体的な整備目標） 

令和２年度

 （現状）
令和７年度末までの目標案 

校舎 65.20% 避難所に指定されている全ての学校に整備する

屋内運動場 36.90% ※令和２年度調査時点で総学校数の約95％に相当

校舎 78.50%

屋内運動場 74.40%

校舎 57.30%

屋内運動場 57.00%

要配慮児童生徒等が在籍する全ての学校に整備する

※令和２年度調査時点で総学校数の約 40％に相当 

要配慮児童生徒等が在籍する全ての学校に整備する

※令和２年度調査時点で総学校数の約 75％に相当 

対　象 

全ての学校に整備する

（ 小修繕や既製品による対応を含む。）

校舎

屋内運動場

車椅子使用者用 トイレ

スロープ等に

よる段差解消

門から建物の前まで

昇降口・玄関等から

教室等まで

エレベーター

27.10%

65.90%

 令和２年５月、高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律及び同法施行令の一部改正に

より、一定規模以上の新築等を行う場合に建築物移動等円滑化基準の適合義務の対象となる特別特定建

築物として、公立の小中学校等が新たに位置付けられました。既存の当該建築物についても同基準の適

合の努力義務が課せられることとなることから、学校施設のバリアフリー化をより一層推進していく必

要性が高まっています。 

 新たに学校施設を整備する際には、児童生徒、教職員、保護者、地域住民等の多様な人々が利用しや

すいように、ユニバーサルデザインの観点から計画・設計することが重要です。また、既存施設におい

ても、ユニバーサルデザインの考え方を念頭に、児童生徒等が安全かつ円滑に施設を利用する上で障壁

となるものを取り除くための方策等について十分に検討し、必要に応じて段階的な整備を行うなど、計

画的にバリアフリー化を推進することが重要です。 
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77

                  

 学校施設としての基本性能である、非構造部材

を含めた耐震性・耐 性、バリアフリー、断

熱性を向上させることは、避難所としての防

災機能を強化するためにも重要です。

    

  命避難期には、災害情報の入手と校内への伝達がで

きるよう、防災行政無線の受信設備、 電に対応し

た校内放 、拡 器を整備しておくことが重要です。

 役場等との連 のため、相 通信可能な無線設

備等を整備しておくことが重要です。

    

 想定される避難者数に応じた備蓄を、災害に対

し安全な場所に確保しておくことが重要です。

     

 照明やその他の機器の電源の確保のために、可
 式の発電機等を備蓄しておくことが重要で
す。また、自立運転可能な   発電機を整
備しておくことも望まれます。

 普段使用している熱源が使えなくなることを想定
し、 き出しなどに必要な熱源を   スやカセッ
トコンロなどにより確保しておくことが重要です。

   

 断水なども想定し、マンホールトイレや 易ト
イレなど複数の対策を組み合わせ、必要なト
イレの数を確保することが重要です。

 プールの水を、配管やポンプによりトイレやマ
ンホールトイレに流せるようにしておくこと
も有効です。

1                 
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【図表 5-7 学校施設の防災機能強化の例】 

文部科学省 「災害に強い学校施設の在り方について」 より抜粋 
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3                           

2                                

松 小学校は、  の  等による水害のおそれのある地域に立地し
ている。そのため、改築に当たり、災害時に地域住民が げ込める緊急
避難場所・避難所として位置づけ、必要な機能を以下のとおり整備して
いる。また、再生可能エネルギーを活用したエコスクールとしての機能
も備えている。

 避難所となる屋内運動場及び備蓄倉庫を水害のおそれがない２階に設置

 地域住民が２階に 速に避難可能な屋外階段の設置（２か所）
 屋内運動場の照明の一部を調 機能付きとし、 間に適切な照度に
設定可能

 屋内運動場に発電機の取付口を設置し、 電時でも照明等を確保
 自立運転可能な   発電設備と蓄電 を整備し、屋内運動場の照明
等に利用可能

 大型の 水 （10t）の設置により、3,000人分の 料水を確保

 マンホールトイレを 5基設置

 屋上プールの水を利用したトイレやマンホールトイレの  水の確保

 災害用 PHSを職員室に配置

 特設公 電話取付端子（５台分）を  口付近に設置

新  中 地震の際の経験を踏まえ、全ての既存 立学校（85 校）

を対象に、計約１億円をかけて以下の避難所対応工事を実施している。

 屋内運動場に車いすで出入りできるようスロープを設置

 屋内運動場のトイレの和式便器を 式便器に取替え

 屋内運動場に電話配線及びテレビ配線を設置

 断水時にも受水 から水を出せるよう、受水 に 口を設置

    スから都  スへの変換器のための 続口を ス管に設置
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【図表 5-8 スペースを活かした学校づくりの例】 

文部科学省文教施設部  「学校施設のあり方に関する調査研究協力者会議 資料」より抜粋 

 

  小学校のクラスルーム・教室の高機能化 
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直近の
コスト水準

（５）整備の単位の考え方 

最終的な整備の判断は、学校施設ごとの今後の方向性を踏まえて行います。現在余剰教室があ

り、児童・生徒数が今後さらに減少するような学校では諸室の配置を見直し、一部建物の使用の

中止や改築時に適正規模に見直すなど、適正な規模や配置を検討する必要があります。このよう

な改善は棟単位ではなく学校単位でなければ考えにくく、大きな効果も出にくいため、各施設の

建物の状況を踏まえた上で学校単位の整備スケジュールを検討することが望ましいといえます。 

 

（６）整備方式及び基本的な整備方針の検討 

実施計画の策定にあたっては、基本的な整備の方針に従い一定の条件でコストシミュレーショ

ンを実施し、今後計画を進めるために必要となるコストや計画期間、スケジュールなどを検証す

る必要があります。ここでは、仮に学校を特定した形で、建替えと長寿命化を併用して整備を進

めた場合のシミュレーションを行いました。 

 

 

 

【図表 5-9 今後 20年間で建替え対象のすべての学校に着手する場合】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

コンクリート圧縮強度が低い、長寿命化に適していない可能性のある棟を有する学校について

は基本的に建替えとし、その他の学校については築 80年までの長寿命化を行う前提で計算した

ところ、今後 20年間で建替え対象のすべての学校に着手する場合、直近にコストが集中し、こ

れまでの修繕・改修実績の 2.2倍もの額が必要になることが分かりました。コストの平準化を図

るためには、工事の優先順位を定め、年ごとの工事件数を制限する必要があります。 
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さらなる改善
・個々の施設の実態に応じた改修内容、改修範囲の設定
・管理、運営面を含めた改善による効果
・適正規模化・適正配置や施設のさらなる有効活用

横断的な改善検討
により財政負担の
圧縮を目指す

コスト
建替え 302億円

長寿命化改修 81.1億円
中規模改修 129.5億円
部位改修 18.3億円
維持補修費 30億円

仮校舎建設費用 64億円
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建替え改修・更新費 仮校舎
建設費用

維持補修費長寿命化改修 中規模改修部位改修

直近の
コスト水準

２ 改修等の優先順位付けと実施計画 

（１）今後の方向性（長期計画（30 年）） 

建替えと長寿命化を使い分け、30年間で建替えを完了し、建替え時に築 80年を超えないよう

にスケジュールを設定します。この場合、3年ごとに（建替えに３年かかること、建替え校で仮校

舎を使い回すことから、次の学校はその３年後に実施となります）建替えを 2校から３校実施する

必要があります。これに伴い、今後 10年間に必要なコストは、長寿命化改修等を適宜実施した場

合も含めて、23.0億円/年になります。この金額は、これまでの実績の 1.9倍にあたります。 

しかし、これ以上年あたりの実施数を減らすと、古い建物の多くは建替えられず、築 80年以上

使用することになります。長期に渡る使用に耐えるために、さらに長寿命化改修が必要になり、直

近の年度に築 50 年以上の建物に長寿命化を実施することになり、コストが集中してしまいます。

コストのかい離は大きく、今後継続的な老朽化状況の把握により、効率的な維持保全を行い、修繕・

改修コストを縮減するなど維持保全面の改善を続けることは必須となりますが、ハード面以外でも

改善を図り、コストの縮減や財源の確保を行うことが必要です。 

 

【図表 5-10 3年ごとに建替え 2校、長寿命化改修 1校ずつ着手する場合】 
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• 今後 10年で対応する整備について内容を検証し、施設・建物の実態に応じた適切な整備水準を

設定するとともに、10 年間の対象以外の学校についても、継続的な劣化状況の把握により、安

全を確保しながら効率的な維持管理を行う必要がある。 

• 諸室配置の見直しや児童・生徒数の変化に応じた適正規模化、適正配置を検討し、建物の維持管

理に要するコストの縮減を図り、各種補助金の適用検討や管理運営、事業手法の見直しなど、幅

広い視点による横断的な改善を図ることで計画の実行性を高めていく必要がある。 

 

 

 

 

 

 

【図表 5-11 参考資料 公立学校施設整備事業の概要】 

出典：「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」より 
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校名
対象総面積

（㎡）
最古
築年

当該棟
築年

圧縮
強度

築年
平均

健全度
平均

評価点

広尾小学校・広尾幼稚園 5,730 1932 1974 13.4 67.3 60.8 86.9
臨川小学校・臨川幼稚園 5,692 1959 1971 12.8 49.5 57.7 70.6
代々木中学校 8,495 1961 1972 12.8 53.4 72.2 67.3
笹塚中学校 7,475 1961 1969 12.7 52.1 71.6 66.3
鳩森小学校 4,123 1974 1975 10.8 44.8 59.5 65.1
原宿外苑中学校 5,965 1964 1964 12.7 52.2 78.6 62.9
千駄谷小学校・千駄谷幼稚園 5,542 1970 1972 11.4 47.4 75.6 59.6
西原小学校 6,871 1969 1973 12.4 46.3 74.0 59.3
松濤中学校 7,193 1956 1956 9.1 45.4 78.2 56.3
猿楽小学校 4,855 1961 1961 10.0 46.4 81.5 55.6
幡代小学校 6,943 1967 1970 12.1 44.4 80.4 54.2
中幡小学校 8,022 1967 1967 11.9 40.4 80.3 50.2
加計塚小学校 6,547 1960 1974 11.3 39.4 85.3 46.7
長谷戸小学校 5,434 1968 - - 50.2 51.3 74.6
上原小学校 4,356 1964 - - 54.1 73.4 67.4
神南小学校 6,548 1964 - - 55.0 80.5 64.7
広尾中学校 7,884 1960 - - 51.1 79.7 61.3
笹塚小学校 5,661 1961 - - 50.5 79.5 60.8
鉢山中学校 5,849 1960 - - 52.3 85.2 59.7
富谷小学校 6,612 1964 - - 49.0 84.3 56.9
神宮前小学校 4,653 1969 - - 46.7 83.8 54.8
山谷幼稚園 434 1973 - - 46.0 49.8 71.1
本町幼稚園 417 1972 - - 47.0 55.1 69.5
常磐松小学校 5,351 1983 - - 36.0 67.2 52.4
上原中学校 14,100 2006 - - 13.0 88.6 18.7
渋谷本町学園 14,407 2012 - - 7.0 94.2 9.9
代々木山谷小学校 5,391 2008 - - 6.1 92.8 9.7

分類

①コンクリート圧縮強度
が13.5Ｎ/㎟以下

13校

②　1971年以前築
(帯筋間隔改正前)

8校

③　劣化有
3校

④　良好
3校

（２）直近 10 年間の中期計画 

① 優先順位付けの考え方 

効率的に整備を進めるために、学校ごとの劣化状況や老朽化状況に応じて改修・建替えの順番を

設定します。まず、各建物について築年数と健全度をもとに点数付けをします。点数が大きいほど、

築年が古く劣化が進行していることを示します。屋内運動場・武道場は各棟この点数により優先順

位を付けますが、校舎は学校単位で評価するため、校舎の延床面積の加重平均を学校ごとの評価点

とします。 

【図表 5-12 評価点の計算方法】 

 

 

  

 

 

② 校舎・屋内運動場の評価点 

上記の優先順位付けの考え方に基づき、学校単位の校舎の点数付けと屋内運動場・武道場の点数

付けを行いました。今後、この評価点を考慮しながら建替え・長寿命化改修を順次実施していきま

す。直近 10年間に改修の時期を迎えない建物には、引き続き状態に応じて緊急的な部位改修や修

繕を行い、安全を確保します。また、整備の実施順は今後の建物の劣化の進行具合や施設の将来的

な方向性の検討により、適宜見直し、変更を行っていきます。 

 

【図表 5-13 校舎・屋内運動場の評価点】 
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校名
対象総面積

（㎡）
築年

圧縮
強度

築年
平均

健全
度
平均

評価点

鳩森小学校 624 1975 10.8 44.0 63.1 62.5
神南小学校 608 1964 20.1 55.0 67.8 71.1
富谷小学校 564 1968 37.1 51.0 84.3 58.9
笹塚中学校 1,709 1978 33.7 41.0 59.8 61.1
代々木中学校 1,541 1977 19.0 42.0 67.8 58.1
鉢山中学校 1,627 1977 19.5 42.0 75.4 54.3
原宿外苑中学校 1,531 1975 18.6 44.0 84.3 51.9
広尾中学校 1,789 1979 26.3 40.0 82.2 48.9
松濤中学校 1,789 1982 - 37.0 84.7 44.7
幡代小学校 1,781 1994 - 25.0 76.4 36.8
中幡小学校 3,106 1997 - 22.0 78.0 33.0
猿楽小学校 885 1996 - 23.0 84.3 30.9
加計塚小学校 2,130 2000 - 19.0 77.7 30.2
上原中学校 5,944 2006 - 13.0 82.8 21.6
渋谷本町学園 4,907 2012 - 7.0 92.8 10.6

①　圧縮強度13.5Ｎ/㎟以下

②　1971年以前築
(帯筋間隔改正前)

③　劣化有

④　良好

分類

 

【図表 5-14 屋内運動場の評価点】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 10年間の整備内容 

今後 10年間の計画は、優先順位に基づき、財政負担を考慮して建替えと長寿命化を実施してい

きます。長期計画に基づき、3 年ごとに建替え 2 校から３校、長寿命化改修 1 校から２校ずつの

着手が必要であること、建替えの前に仮校舎の建設を行うこと、その仮校舎を使いまわしながら建

替えを行うこと等を考慮すると、直近 10年間では、建替え６校（うち屋内運動場２校）、長寿命

化改修 5校（うち屋内運動場 4校）に着手することになります。 

この場合の整備費用は図表 5-16のとおりとなり、建替えは 10年間で 68.9億円、長寿命化改

修は 16.0 億円となります。このほか、建物の外部等の老朽化に対する中規模改修が 52.4 億円、

すでに劣化が進行しているＣ、Ｄ評価部位等への部位改修費が 18.3億円となります。 

 

【図表 5-15 今後 10年間の中期計画の考え方】 

 

 

 

 

 

 

 

  

１年目 ２年目 ３年目 ４年目 ５年目 ６年目 ７年目 ８年目 ９年目 10年目

仮校舎 校地選定 基本設計 実施設計

Ａ学校 基本設計 実施設計

Ｂ学校 基本設計 実施設計

仮校舎 校地選定 基本設計 実施設計

Ｃ学校 基本設計 実施設計

Ｄ学校 基本設計 実施設計 建替え

長寿命化 Ｅ学校 基本設計 実施設計

Ｆ学校屋内運動場 基本設計 実施設計

Ｇ学校屋内運動場 基本設計 実施設計

Ｈ学校屋内運動場 基本設計 実施設計

Ｉ学校屋内運動場 基本設計 実施設計 長寿命化改修

Ｊ学校屋内運動場 基本設計 実施設計

Ｋ学校屋内運動場 基本設計 実施設計
建替え

長寿命化

建替え

ｸﾞﾙｰﾌﾟ1

建替え

ｸﾞﾙｰﾌﾟ2

仮校舎建設

仮校舎建設

建替え

建替え

建替え

建替え

長寿命化改修

建替え

長寿命化改修

長寿命化改修

長寿命化改修
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1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 1.0 

2.1 
4.0 4.0 4.0 4.0 

1.8 

21.6 21.4 

5.9 

1.6 

2.7 2.7 

2.7 

0.8 

1.8 

2.4 
2.8 

16.0 

32.0 

16.0 

4.4 

12.8 
20.5 16.1 

15.1 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

45.0

2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030

（億円）

維持補修費 長寿命化改修部位改修 建替え中規模改修

仮校舎建設費用

（年度）

棟数 コスト
建替え 11 68.9億円
長寿命化 6 16.0億円
中規模改修 21 52.4億円
緊急修繕 27 18.3億円
経常修繕費 - 10億円

仮校舎建設費用 4 64億円

【図表 5-16 今後 10年間の中期計画（案）】 
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第６章 継続的な施設マネジメント 

１ 継続的な情報・データの蓄積と一元化 

現在ある学校施設の維持管理に関するさまざまな情報を、今後は本計画で作成した「建物情報一

覧」に蓄積し、本計画の見直しや学校施設全体のマネジメントに活用します。その際、実施した修

繕・改修履歴などの情報や、建築基準法第１２条の定期点検とあわせた劣化状況調査結果を更新・

集約することで、常に最新の建物情報を確認することができるようにし、変化に応じた柔軟な対応

につなげていきます。 

【図表 6-1 情報の一元化イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 推進体制 

本計画は、学校施設を所管する教育委員会が中心となって推進していきますが、全区的な視点か

ら、地域の施設と複合化など、より有効な活用ができるように関連部署と連携・協力して計画を推

進します。  

 

３ フォローアップ 

本計画は、学校施設の劣化状況を踏まえ、改修や建替えの優先順位を設定して、標準的な長期の

整備費用を算出しました。 

本計画は今後 30年の長期にわたる取組になりますが、学校教育を取り巻く環境の変化、児童・

生徒数の動向など将来変化を継続的に把握しながら、直近の事業については５年ごとに見直し・具

体化を図ります。さらに、第１期の進捗状況などの検証を行いながら、10 年ごとに計画の見直し

さまざまな既存資料

文科省
学校施設台帳

設備台帳
（設備年表）

１２条点検
報告書

耐震診断
報告書

躯体詳細調査
報告書

（躯体健全性）
工事台帳

決算書
（投資的経費）

固定資産台帳
設計図書
（竣工図）
内訳書ＩＳ値一覧

建物情報一覧（概要情報）

１次評価 ２次評価
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敷地63,331
㎡

1 北教室棟 R 3 1,593 1967 S42 51 旧 済 済 0.61 H11 22.8 0.6 長寿命 B C B A A 71 無 - - - 湿式 3 無 ― ○○○○○○○○○○○○ ○耐○○◎◎◎◎◎◎◎◎◎ ◎◎ ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ × ×

延床12,564
㎡

北特別教室棟 R 3 1,139 1968 S43 50 旧 済 済 0.61 H11 34.7 1.3 長寿命 B A A A A 98 無 - - - - - - ― ○○○○○○○○○○○○ ○耐○○○◎◎◎◎◎◎◎◎ ◎◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

全日制 2 管理棟（Ｈ１８耐震改修）　 R 4 1,783 1969 S44 49 旧 済 済 0.62 H11 17.2 0.4 長寿命 A A C A A 78 無 - - - 湿式 11 有 11人乗 ○ ○○○○○ ○○○○○○○○○○耐○◎◎◎◎◎◎◎ ◎◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

666名　20CR 冷暖房機械室（Ｈ１８耐震改修）井戸機械室１５㎡　 R 5 266 1968 S43 50 旧 済 済 H11 19.0 0.4 長寿命 A A A A A 100 無 - - - - - - ― ○ ○○○○○ ○○○○○○○○○○耐◎◎◎◎◎◎◎◎ ◎◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

管理棟（Ｈ１８耐震改修）　 R 3 972 1969 S44 49 旧 済 済 H11 19.0 0.4 長寿命 A A C A A 78 無 - - - - - - ― ○ ○○○○○ ○○○○○○○○○○耐○◎◎◎◎◎◎◎ ◎◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

便所 S 2 83 1998 H10 20 新 - - - - 長寿命 B A A A A 98 無 - - - - - - ― △△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

エレベーター及び多目的トイレ及び倉庫 S 3 59 2000 H12 18 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100 無 - - - 乾式 2 有 ― △△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○ 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● ● ● ● ● ●

3 南教室棟（Ｈ１７耐震補強）　 R 3 1,593 1968 S43 50 旧 済 済 0.62 H11 17.9 0.7 長寿命 A A B A A 91 無 - - - 湿式 3 無 ― ○○○○○○○○○○○ ○ ○○○耐○◎◎◎◎◎◎◎◎ ◎◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

南特別教室棟（Ｈ１７耐震補強）　 R 3 1,139 1968 S43 50 旧 済 済 0.62 H11 26.7 0.1 長寿命 A A A A A 100 無 - - - - - - ― ○○○○○○○○○○○ ○ ○○○耐○◎◎◎◎◎◎◎◎ ◎◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ×

4 生徒昇降口 S 1 238 1996 H8 22 新 - - - - 長寿命 B A A A A 98 無 - - - - - - ― △△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

5 セミナーハウス R 2 696 1994 H6 24 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100 無 - - - 湿式 5 有 ― △△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

6 体育館　 S 2 1,677 1969 S44 49 旧 済 済 H17 22.5 1.3 長寿命 H29 1.38 5115
大規模改
修を行い
劣化状況

D C C A A 53 無 - - - - - - ― ○○○○○○○○ ○○ ○ ○○○○○耐◎◎◎◎◎◎ ◎◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

7 剣道場 S 1 0 1970 S45 48 旧 済 済 0.9 H16 - 長寿命 A A A A A 100 無 - - - - - - ― ○○○○○○○○○○○○○○○○ ○○○◎耐◎◎◎◎ ◎◎ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

8 柔道場 W 1 426 2007 H19 11 新 - - - - 長寿命 A A A A A 100 無 - - - - - - ― △△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 中 ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ 大 ●

階
数

延床
面積
（㎡）

建築年度

築
年
数

耐震安全性

学校名
調
査
年
度

圧
縮
強
度

試算
上の
区分

トイレ

中
性
化
(cm

)

所見

屋
根
・
屋
上

外
壁

内
部
仕
上
げ

調
査
年
度

敷地面積
延床面積
学級数
学科

表
示
順

棟名
構
造 西暦和暦

基
準

診
断

補
強

ＩＳ
値
（改
修
後）

電
気
設
備

機
械
設
備

健全
度

（100
点
満
点）

エレ
ベー
ター
の
有無

床
仕
様

多
目
的
の
有
無

空調

教
室
空
調
有
無

教
室
数

方
式

設
置
団
体

20年後 30年後10年後30年前 20年前

1
9
8
9

10年前

～

2
0
3
8

2
0
3
9

～

2
0
4
8

～

1
9
9
8

1
9
9
9

～

2
0
0
8

2
0
2
9

中
性
化

災
害
復
旧

災
害
復
旧

鹿本

箇
所
数

圧
縮
強
度

耐
力
度

(1) 基礎情報 (2) 躯体の健全性 (3) 劣化状況 (4) 仕様・機能情
報
の
一
元
化
・
見
え
る
化

(6) 計 画(5) 履 歴

履歴情報（主要）劣化状況（概要）躯体健全性

学校単位

棟単位

全体把握

１

３

現在

カルテ（詳細情報）２

平成26年度調査

年度）

㎡ 地上 4 階 地下 1 階

基礎 □ 不同沈下がある

（基礎、柱、梁 鉄筋コンクリート造 □ 爆裂・露筋箇所がある

　壁、床） ■ 1mm以上のクラックがある

■ 1mm未満のクラックが部分的にある

□ 0.3mm未満のひび割れがかなりある

鉄骨造 □ 錆による穴あき、破断箇所がある

木造 □ 腐食・蟻害による欠損箇所がある

１ □ ｱｽﾌｧﾙﾄ保護防水 （ ）㎡ □ 降雨時に雨漏りがある

屋上 □ ｱｽﾌｧﾙﾄ露出防水 ■ 天井等に雨漏り痕がある

■ シート防水、塗膜防水 ■ 防水層に膨れ・破れ等がある

□ 勾配屋根（長尺金属板、折板） □ 屋根葺材に錆・損傷がある

□ 勾配屋根（スレート、瓦類） □ 笠木・立上り等に損傷がある

□ その他の屋根 （ ） □ 樋やドレンを目視点検できない

２ ■ 複層塗材 （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

■ タイル張り、石張り □ 外壁から漏水がある

■ 金属系パネル ■ タイルや石が剥がれている

□ コンクリート系パネル（ＡＬＣ等） □ 大きな亀裂がある

□ その他の外壁 （ ）

３ ■ アルミ製サッシ （ ）㎡ □ 窓・ドアの廻りで漏水がある

開口部 □ 鋼製サッシ ■ 窓・ドアに錆が多くみられる

□ 断熱サッシ、省エネガラス

□ その他開口部 （ ）

４ 外部 ■ バルコニー （ ）㎡ □ 鉄筋が見えているところがある

その他 □ 外部廊下、ピロティ （ ）㎡ □  ﾝ  ｰﾄ等の落下の危険がある

□ 外階段 （ ）㎡ □ 手すりが錆・腐朽している

□ ﾀﾗ ﾌﾟ、庇、竪樋等に劣化がある

５ ■ 天井高6ｍ超の室 （ ）㎡ □  ﾝ  ｰﾄの床・壁にヒビがある

□ 体育室等の木製床 （ ）㎡ □ 天井が破損し落下の危険がある

■ 便所 （ ）㎡ □ 床仕上材に使用上の支障がある

６ □ 組積造・ＣＢ造の塀 （ ）ｍ □ 地盤沈下による不具合がある

□ 擁壁 （ ）㎡ □ 塀・擁壁に倒壊の危険がある

■ ｱﾌﾟ ｰﾁ等の舗装 （ ）㎡ □ 舗装に凹凸があり危険

特記事項（12条点検、消防点検、メーカー点検等による指摘事項が有れば、該当部位と指摘内容を記載）

※ 構造種別、延床面積等の基本情報が現況と異なる場合は赤字で訂正してください。
※ 該当ある項目を（■）とし、（　）内及び各欄に必要事項を記入してください。
※ チェックリストにある代表的な劣化事象以外に不具合・劣化がある場合は特記してください。

（建築調査者よりの所見）
・屋根、屋上防水は箇所により改修履歴が異なり、この度の評価としてはＡ・Ｂ・Ｄに分類されるものと判断します。ですので、建物全体での総合
評価はＣとして
　おりますが、やはり屋根ごとの防水状況の管理が必要と思われます。
・外壁吹付材は目視においては、特段不良は目立ちませんが、築年数によれば、外壁改修が望ましいと思われます。

Ｂ

Ｂ（室内）

内部

一部、舗装面
にくぼみが見
られるが、危
険はない。

外構

Ｂ

Ｃ

外部 外部ｽﾁｰﾙ製
建具は錆が
見られる。

Ｃ

外壁 構造 ﾗ  によ
るｴﾌ ﾚ ｾﾝｽ
が部分的に見
られる。

屋根の数が
多く、箇所ごと
に改修履歴が
異なる為、屋
根ごとに経過
観察の上改
修が望まし
い。

Ｃ

（舞台屋上） 1

特記事項 評価
年度 工事内容 箇所数

建
築

屋根 Ｈ24 防水改修

部位
仕様

（該当する項目にチェック）

直近の工事履歴 劣化状況
（複数回答可）

箇所数 特記事項 評価

躯体 構造 ﾗ  が
部
分的に確認で
きる。

Ｃ

構造種別 鉄筋コンクリート造 延床面積 5,954 階数

部位 劣化状況（複数回答可）

主管課名 記入者

棟名 建築年度 昭和54 年度（ 1979

番号

施設名 調査日 平成26年12月9日

各部位の劣化状況
・範囲・コメント(詳細)

（劣化状況） （劣化写真）
● 築年別整備状況 ● 将来コスト
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33

以

前

35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28

（㎡）

築20年以上 323棟（84%） 39.5万㎡（86%）

対象建物

385棟

46.2万㎡

（年度）

築30年以上 274棟（71%） 36.5万㎡（79%）
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5,000

10,000
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35,000
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50,000

Ｓ

33

以

前

35 37 39 41 43 45 47 49 51 53 55 57 59 61 63 2 4 6 8 10 12 14 16 18 20 22 24 26 28

（㎡）

築20年以上 103棟（83%） 13.2万㎡（83%）

対象建物

124棟

15.9万㎡

（年度）

築30年以上 78棟（63%） 11.4万㎡（72%）

全 64施設 323棟 40.2万㎡

小学校
（42施設 193棟 23.4万㎡）

中学校
（21施設 123棟 14.8万㎡）

高等学校

（1施設 7棟 2.0万㎡）

築30年以上 243棟 75.2％ 32.3万㎡ 80.2％

築20年以上 278棟 86.1％ 34.4万㎡ 85.5％

中学校（校舎）

中学校（体育館）

小学校（体育館）

小学校（校舎）

高等学校（体育館）

高等学校（校舎）

中学校（武道場）

高等学校（武道場）

中学校（給食棟）

小学校（給食棟）

高等学校（部室棟）

築50年以上
22棟 6.8％

3.6万㎡ 8.9％

築40年以上
111棟 34.4％

16.1万㎡ 39.9％

築30年以上
110棟 34.1％

12.6万㎡ 31.4％

築20年以上
35棟 10.8％

2.1万㎡ 5.3％

築10年以上
17棟 5.3％
2万㎡ 4.9％

築10年未満
28棟 8.7％

3.9万㎡ 9.7％

柏第一小・
田中小学校
校舎（最古）

柏の葉中学校
（最新）

新耐震基準（S56年より後の建築）
138棟 42.8％ 13.3万㎡ 33.1％

旧耐震基準（Ｓ46
年より後の建築）

145棟 44.8％
20.3万㎡ 50.5％

旧耐震基準
（Ｓ46年より前の建築）

40棟 12.4％
6.6万㎡ 16.4％
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修繕維持費 中規模修繕 中規模積み残し 長寿命化修繕 大規模改修 大規模積み残し 長寿命積み残し

緊急修繕 取り壊し等 建替え 建替え積み残し その他集計 縮減値 個別工事

（億円）

大規模改造2019年時点で築41年以
上築50年未満の建物の
大規模改造

40年間の総額
1,981億円

40年間の平均
50億円/年

建替中規模修繕

削減効果 38％

削減効
果

修繕（500円/㎡）

（億円）

Ａ案

20年 30年 40年中期（10年）

総額・・・円
・・・円/年

総額・・・円
・・・円/年

長寿命化改修

中規模改修部位改修

建替え

長寿命化による削減効果



 

53 

 

施設の詳細把握に基づく長寿命化計画

継続的な変化の把握
変化への柔軟な対応

（将来推計・児童生徒数等）
（地域状況・開発動向等）

2019年→10年後・20年後の

適正配置 学区の見直し

増築対応 諸室の見直し

施設面・運営面の見直し

ルール化

アラーム

下
地

仕
上
げ

下
地

仕
上
げ

2009

(H21)

2010

(H22)

2011

(H23)

2012

(H24)

2013

(H25)

2014

(H26)

2015

(H27)

2016

(H28)

2017

(H29)

2018

(H30)

1 管理・普通教室棟 13 校舎 教室棟 RC 3 1,856 2004 H16 14 新 - - 要調査 要調査 B B C C B B B C - B 55 B - - B B Ⅱ Ⅰ AS 保護 複層
AL+単
ガ

個別 Ⅲ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ 建○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 普通・特別教室棟 14 校舎 教室棟 RC 3 1,822 2004 H16 14 新 - - 健全 長寿命 B B B B B B B B - - 75 - - - - - Ⅰ Ⅰ AS 保護 複層
AL+単
ガ

個別 Ⅰ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ 建○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3
屋内運動場
屋上プール

010-1、
010-2

体育館 複合体育館 RC 4 999 1992 H4 26 新 - - 要調査 要調査 D C B B - B B - - - 64 - - - - - Ⅱ Ⅱ AS 保護 複層
AL+単
ガ

Ⅰ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

屋上プール
010-1、
010-2

プール RC 4 1992 H4 26 - C - - - B - - - - - 40 - - D - - - FRP - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

4,677㎡ 運動場用地 グラウンド - 0 - - - - - - - - - - - 0 - B - - - - - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

1 教室棟1 6 校舎 教室棟 RC 3 1,753 1967 S42 51 旧 済 済 0.86 1996 データなし 要調査 要調査 C C C C B B B B - - 49 C - - - B Ⅰ Ⅱ AS 露出
モルタ
ル

複層
AL+単
ガ

他 Ⅰ △ △△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

2
管理棟・教室棟・
便所

12,14,15 校舎 教室棟 RC 3 3,128 1971 S46 47 旧 済 済 0.77 2000 18.40 要調査 長寿命 D C B B B B B B - - 65 - - - - - Ⅰ Ⅱ 露出 複層
AL+単
ガ

他 Ⅰ △ △△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○中中○○○○○○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ 耐 ◎ ◎ 空 ◎

3 教室棟2 27 校舎 教室棟 RC 3 1,036 2015 H27 3 新 - - 健全 長寿命 A A A A A A A A - - 100 - - - - - Ⅱ Ⅲ 金属 打放
AL+単
ガ

他 Ⅰ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ 建 ○ ○ ○

7,082㎡ 4 給食棟 26 給食棟 給食棟 S 1 284 2009 H21 9 新 - - 健全 長寿命 A A B - - - - B - - 88 - - - - - - - 金属 コンク 複層
AL+単
ガ

個別 - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ 建 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 屋内運動場 24 体育館 単独体育館 RC 2 881 1994 H6 24 新 - - 健全 長寿命 A B B B - B - - - - 77 - - - - - Ⅰ - 金属
モルタ
ル

複層
AL+単
ガ

- △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

プール プール 屋外プール - 1971 S46 47 - - - - - - - - - - - 0 - - B - - - コン シート - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△プ△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

運動場敷地 グラウンド - 0 - - - - - - - - - - - 0 - B - - - - - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

教育環境

空
調
方
式

多
目
的
ト
イ
レ

バ
リ
ア
フ
リ
ー

対
応

ト
イ
レ

（
ド
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途区分
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構
造 西暦 和暦
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診
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値

調査
年度

圧縮
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（N/㎟）

目視
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地
下
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建物基本情報 構造躯体の健全性 躯体以外の劣化状況

小
荷
物
昇
降
機

昇
降
機

健全度
（100点
満点）

つばい

椿井小学校

あすか

飛鳥小学校

Ｓ46年

改正

旧耐震基準 新耐震基準

下
地

仕
上
げ

下
地

仕
上
げ

2009

(H21)

2010

(H22)

2011

(H23)

2012

(H24)

2013

(H25)

2014

(H26)

2015

(H27)

2016

(H28)

2017

(H29)

2018

(H30)

1 管理・普通教室棟 13 校舎 教室棟 RC 3 1,856 2004 H16 14 新 - - 要調査 要調査 B B C C B B B C - B 55 B - - B B Ⅱ Ⅰ AS 保護 複層
AL+単
ガ

個別 Ⅲ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ 建○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 普通・特別教室棟 14 校舎 教室棟 RC 3 1,822 2004 H16 14 新 - - 健全 長寿命 B B B B B B B B - - 75 - - - - - Ⅰ Ⅰ AS 保護 複層
AL+単
ガ

個別 Ⅰ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ 建○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3
屋内運動場
屋上プール

010-1、
010-2

体育館 複合体育館 RC 4 999 1992 H4 26 新 - - 要調査 要調査 D C B B - B B - - - 64 - - - - - Ⅱ Ⅱ AS 保護 複層
AL+単
ガ

Ⅰ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

屋上プール
010-1、
010-2

プール RC 4 1992 H4 26 - C - - - B - - - - - 40 - - D - - - FRP - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

4,677㎡ 運動場用地 グラウンド - 0 - - - - - - - - - - - 0 - B - - - - - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

1 教室棟1 6 校舎 教室棟 RC 3 1,753 1967 S42 51 旧 済 済 0.86 1996 データなし 要調査 要調査 C C C C B B B B - - 49 C - - - B Ⅰ Ⅱ AS 露出
モルタ
ル

複層
AL+単
ガ

他 Ⅰ △ △△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

2
管理棟・教室棟・
便所

12,14,15 校舎 教室棟 RC 3 3,128 1971 S46 47 旧 済 済 0.77 2000 18.40 要調査 長寿命 D C B B B B B B - - 65 - - - - - Ⅰ Ⅱ 露出 複層
AL+単
ガ

他 Ⅰ △ △△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○中中○○○○○○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ 耐 ◎ ◎ 空 ◎

3 教室棟2 27 校舎 教室棟 RC 3 1,036 2015 H27 3 新 - - 健全 長寿命 A A A A A A A A - - 100 - - - - - Ⅱ Ⅲ 金属 打放
AL+単
ガ

他 Ⅰ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ 建 ○ ○ ○

7,082㎡ 4 給食棟 26 給食棟 給食棟 S 1 284 2009 H21 9 新 - - 健全 長寿命 A A B - - - - B - - 88 - - - - - - - 金属 コンク 複層
AL+単
ガ

個別 - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ 建 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 屋内運動場 24 体育館 単独体育館 RC 2 881 1994 H6 24 新 - - 健全 長寿命 A B B B - B - - - - 77 - - - - - Ⅰ - 金属
モルタ
ル

複層
AL+単
ガ

- △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

プール プール 屋外プール - 1971 S46 47 - - - - - - - - - - - 0 - - B - - - コン シート - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△プ△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

運動場敷地 グラウンド - 0 - - - - - - - - - - - 0 - B - - - - - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
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建物基本情報 構造躯体の健全性 躯体以外の劣化状況
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物
昇
降
機

昇
降
機

健全度
（100点
満点）

つばい

椿井小学校

あすか
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Ｓ46年
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旧耐震基準 新耐震基準

下
地

仕
上
げ
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地

仕
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げ

2009

(H21)

2010
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2011

(H23)

2012

(H24)
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(H27)

2016

(H28)

2017

(H29)

2018

(H30)

1 管理・普通教室棟 13 校舎 教室棟 RC 3 1,856 2004 H16 14 新 - - 要調査 要調査 B B C C B B B C - B 55 B - - B B Ⅱ Ⅰ AS 保護 複層
AL+単
ガ

個別 Ⅲ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ 建○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

2 普通・特別教室棟 14 校舎 教室棟 RC 3 1,822 2004 H16 14 新 - - 健全 長寿命 B B B B B B B B - - 75 - - - - - Ⅰ Ⅰ AS 保護 複層
AL+単
ガ

個別 Ⅰ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ 建○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

3
屋内運動場
屋上プール

010-1、
010-2

体育館 複合体育館 RC 4 999 1992 H4 26 新 - - 要調査 要調査 D C B B - B B - - - 64 - - - - - Ⅱ Ⅱ AS 保護 複層
AL+単
ガ

Ⅰ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

屋上プール
010-1、
010-2

プール RC 4 1992 H4 26 - C - - - B - - - - - 40 - - D - - - FRP - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

4,677㎡ 運動場用地 グラウンド - 0 - - - - - - - - - - - 0 - B - - - - - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

1 教室棟1 6 校舎 教室棟 RC 3 1,753 1967 S42 51 旧 済 済 0.86 1996 データなし 要調査 要調査 C C C C B B B B - - 49 C - - - B Ⅰ Ⅱ AS 露出
モルタ
ル

複層
AL+単
ガ

他 Ⅰ △ △△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○◎◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ ◎

2
管理棟・教室棟・
便所

12,14,15 校舎 教室棟 RC 3 3,128 1971 S46 47 旧 済 済 0.77 2000 18.40 要調査 長寿命 D C B B B B B B - - 65 - - - - - Ⅰ Ⅱ 露出 複層
AL+単
ガ

他 Ⅰ △ △△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○中中○○○○○○ ○ ○ ◎ ◎ ◎ 耐 ◎ ◎ 空 ◎

3 教室棟2 27 校舎 教室棟 RC 3 1,036 2015 H27 3 新 - - 健全 長寿命 A A A A A A A A - - 100 - - - - - Ⅱ Ⅲ 金属 打放
AL+単
ガ

他 Ⅰ △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ 建 ○ ○ ○

7,082㎡ 4 給食棟 26 給食棟 給食棟 S 1 284 2009 H21 9 新 - - 健全 長寿命 A A B - - - - B - - 88 - - - - - - - 金属 コンク 複層
AL+単
ガ

個別 - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ 建 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

5 屋内運動場 24 体育館 単独体育館 RC 2 881 1994 H6 24 新 - - 健全 長寿命 A B B B - B - - - - 77 - - - - - Ⅰ - 金属
モルタ
ル

複層
AL+単
ガ

- △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△建○○○○○○○○○○○○○○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

プール プール 屋外プール - 1971 S46 47 - - - - - - - - - - - 0 - - B - - - コン シート - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△プ△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

運動場敷地 グラウンド - 0 - - - - - - - - - - - 0 - B - - - - - △ △△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△△ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △
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建物基本情報 構造躯体の健全性 躯体以外の劣化状況

小
荷
物
昇
降
機

昇
降
機

健全度
（100点
満点）

つばい

椿井小学校

あすか

飛鳥小学校

Ｓ46年

改正

旧耐震基準 新耐震基準

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31 32 33 34 35 36 37 38 39 40 41 42 43 44 45 46 47 48 49 50 51 52 53 54 55 56 57 58 59 60 61 62 63 64 65 66 67 68 69 70 71 72 73 74 75 76 77 78 79 80 81 82 83 84 85 86 87 88 89 90

2012 2013 2014 2015 2016 2017 2021 2022 2023 2024 2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040 2041 2042 2043 2044 2045 2046 2047 2048 2049 2050 2051 2052 2053 2054 2055 2056 2057 2058 2059 2060 2061 2062 2063 2064 2065 2066 2067 2068 2069 2070 2071 2072 2073 2074 2075 2076 2077 2078 2079 2080 2081 2082 2083 2084 2085 2086 2087 2088 2089 2090 2091 2092 2093 2094 2095 2096 2097 2098 2099 2100 2101 2102 2103 2104 2105 2106 2107 2108 2109 2110

① 21 26 22 18 2 14 2.9 10.0 10.2 13.5 6.7 16.9 17.3 31.5 43.8 69.4 59.9 46.5 37.6 58.9 53.2 35.5 11.6 14.8 14.2 25.3 26.6 48.2 60.9 68.4 59.0 44.9 39.2 23.3 13.0 7.3 28.2 37.8 53.1 60.8 66.2 64.2 47.0 56.6 65.9 63.8 51.9 60.0 83.7 94.9 72.3 64.1 59.3 63.3 53.9 55.0 55.2 58.8 65.8 63.7 58.0 38.3 31.5 34.6 34.7 39.5 26.6 24.9 25.3 30.7 40.1 56.2 76.9 67.8 48.4 30.3 24.0 15.7 6.4 8.3 13.2 16.3 27.4 26.2 40.3 40.5 52.5 38.4 43.4 38.7 35.2 16.2 6.3 4.3 5.3 3,538.5 51%

③ 17.9 26.8 21.1 28.2 17.8 10.7 18.3 15.3 14.1 14.5 13.8 8.9 11.1 22.8 22.7 21.5 39.0 51.5 29.8 9.4 3.9 1.4 4.0 13.5 12.1 12.2 15.6 12.5 7.8 4.7 9.7 5.0 2.6 6.3 3.9 5.2 16.3 19.6 11.1 12.0 25.1 41.1 29.0 11.0 25.0 38.2 20.6 2.3 2.2 3.0 3.0 5.1 7.1 21.3 32.9 21.7 20.7 22.7 17.1 7.0 1.4 13.3 18.1 13.9 30.2 28.9 16.0 13.5 20.0 37.3 28.2 13.3 27.6 42.3 35.9 19.4 18.3 23.8 19.3 19.2 1,390.7 20%

④ 32.9 32.9 32.9 32.9 32.9 32.9 32.9 32.9 32.9 32.9 329.1 5%

⑤ 12 14 6 16 16 10 14.4 3.9 6.4 13.5 10.5 12.5 11.3 7.2 1.1 8.4 9.4 13.2 8.5 16.4 15.3 4.3 5.3 4.4 6.9 1.7 33.9 28.2 32.7 34.5 24.7 35.0 37.1 30.8 35.1 39.7 34.9 8.4 17.3 32.4 33.3 14.4 27.4 22.4 9.6 5.6 9.8 4.8 21.7 18.4 13.0 14.8 11.8 18.2 5.6 13.7 12.9 22.6 8.5 17.6 27.1 12.2 13.1 8.1 19.1 23.0 12.3 14.6 30.3 33.2 26.9 19.9 26.8 18.7 19.3 25.8 38.0 20.0 22.6 41.0 30.1 15.8 12.0 10.1 20.6 8.8 14.7 9.6 29.0 27.4 20.2 27.4 38.1 36.1 9.9 10.6 1,677.6 24%

⑥ 1.8 1.8 1.8 1.8 1.8 9.2 0%

⑦ 6 1 0 0

⑧ 1 1 1 0 1 2

67.0 68.4 72.3 86.7 76.5 75.9 92.5 85.7 79.6 99.7 92.6 82.0 66.0 76.7 96.9 79.1 79.9 67.4 51.6 25.3 63.0 54.8 80.9 95.4 93.1 95.3 86.1 83.5 70.4 64.9 57.8 49.1 62.9 90.2 103.8 85.6 91.6 69.5 66.3 71.5 73.6 59.3 88.0 106.0 113.1 103.4 95.5 88.7 81.0 92.7 109.1 106.7 78.3 108.4 129.0 90.9 53.7 41.8 56.6 60.7 56.8 48.3 76.6 91.3 79.3 80.7 105.7 112.6 94.1 74.2 69.8 57.2 56.5 61.3 68.7 58.0 44.2 51.0 66.8 86.3 83.4 75.4 95.0 113.1 94.8 82.0 72.6 66.2 33.6 35.0 6,984.3

（単位：億円）

（年度）

（単位：億円） （単位：億円）

819.7 619.7

（単位：億円）

835.1

計

合計金額
804.3 717.6 901.2 751.1

その他改修

建替え

長寿命化改修

長寿命化改修(築40以上)

中規模修繕

緊急修繕（Ｄ評価の改修）

耐震改修

（単位：億円）
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改修

50年間

総額 3959 億円

79 億円/年

改築

現在

長寿命化改修積み残し

20年間

総額 1522 億円

76 億円/年

30年間

総額 2309 億円

77 億円/年

過去10年間の

実績平均

（災害復旧費除く）

32億円/年

耐震改修

新・増・改築 中規模修繕

直近10年間

総額 804 億円

80 億円/年

40年間

総額 3057 億円

76 億円/年

長寿命化改修

削減効果

60年間
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80 億円/年

70年間
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80年間
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総額 6984 億円

78 億円/年

緊急修繕

直近の実績の約2.5倍

単価 仮置き（1㎡あたり）

躯体が健全であれば改修し、
さらに長く使うことが可能

現在

実績値の２倍以上必要

Ａ校

Ｂ校

長寿命化
の効果

建物基本情報
躯体
健全性

劣化状況

これまで
の実績値

今後のコスト
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Plan

計画

Do

実行

Check

点検

Action

改善

 
Ｄ
Ｃ
Ａ
の
確
立2021

実績値の約2倍必要

を図ります。 

また、学校施設の目指すべき姿の実現に向けた検討や適正規模・適正配置の取組を推進し、本計

画に反映していきます。特に学校施設の目指すべき姿については、避難所機能の一層の強化、イン

クルーシブ教育や地域との連携に対応した施設のバリアフリー化・ユニバーサルデザインの導入、

地域の拠点として学校と地域機能との複合化・共用化など、実際の取組においては複数の所管部署

での実施体制となることが求められます。財政負担や他の関連計画の進捗状況も踏まえ、区全体の

公共施設マネジメントと連携して進めていきます。 

 

【図表 6-2 継続的な見直しイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

４ 整備手法の検討（PPP／PFI 等） 

今後、学校施設の整備を着実に進めていくにあたっては、限られた人員体制の中で、効率的・効

果的に事業を進めていくことや、より一層の財政負担の削減・平準化が求められます。 

老朽化対策を着実に進め、児童・生徒の成長を支える場にふさわしい環境の形成に向けた効果的・

効率的な整備を図るため、区や地域にある資産の有効活用のほか、民間活力を活用し周辺環境との

調和を図った施設整備や、民間事業者の能力・ノウハウや資金を活用する PPP／PFI方式等の新し

い事業手法の可能性を検討していきます。 

また、施設管理の教職員の負担軽減と働き方改革が求められている中、区民施設との複合化・共

用化等を図ることは、教職員が施設管理から解放され、子供への教育に集中できることが期待でき

ます。このため、管理・運営面から、施設の保守点検や警備業務等の包括的管理委託や、地域利用

が主となる施設の指定管理者制度の導入等も検討していきます。
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２渋教教政発第４０号  

令和２年 ６月１８日  

 

渋谷区立学校の在り方検討委員会委員長  宛 

渋谷区教育委員会  

 

諮 問 書 

  

 渋谷区立学校の在り方検討委員会条例第２条の規定に基づき、下記の事項に

ついて、理由を添えて諮問します。  

 

記 

 

 １ 諮問事項  

一．学校施設の目指すべき姿（教育諸課題の検討を含む）について  

 二．施設整備の考え方について  

  三．学校施設の長寿命化計画の策定について  

 

 ２ 諮問理由  

  渋谷区の学校施設は、昭和４０年代から５０年代にかけての児童・生徒数

の急増時に建設されたものが多数あり、その多くで老朽化が進行している状

況である。学校施設においては、老朽化対策はもとより、渋谷区基本構想に掲

げる「ダイバーシティとインクルージョン」の理念を踏まえつつ、ＩＣＴの活

用を含めた多様な学習方法や児童生徒への対応等、これからの時代に適した

教育環境を整備していくことが重要である。そして、放課後の児童の貴重な

居場所であることのほか、災害時の避難所や地域コミュニティの拠点として

の視点も踏まえて、今後の学校施設整備の方向性を検討していく必要がある。 

  そこで、「学校施設の目指すべき姿」を明らかにするとともに、「施設整備の

考え方」を整理し、「学校施設の長寿命化計画」を策定するための検討・審議

を求めるものである。  

 

 ３ 検討期間  

  令和２年度中とする。  

 

  

○写  
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○渋谷区立学校の在り方検討委員会条例  

平成２４年１０月１９日  

条例第４１号  

（設置）  

第１条 渋谷区立の小学校及び中学校（以下「区立学校」という。）に関する

課題を検討するため、渋谷区教育委員会（以下「教育委員会」という。）の

附属機関として、渋谷区立学校の在り方検討委員会（以下「委員会」とい

う。）を置く。  

 

（所掌事務）  

第２条 委員会は、教育委員会の諮問に応じ、次に掲げる事項について審議

し、答申する。  

（１）区立学校の適正規模及び適正配置に関する事項  

（２）前号に掲げるもののほか、教育委員会が必要と認める事項  

 

（組織）  

第３条 委員会は、学識経験者その他の教育委員会規則で定める者のうちから

教育委員会が委嘱又は任命する委員２０人以内をもって組織する。  

 

（任期）  

第４条 委員の任期は、前条の規定による委嘱又は任命の日から委員会が第２

条の規定による答申を終える日までとする。  

２ 委員が欠けたときは、補欠の委員を置くことができる。  

 

（委員長及び副委員長）  

第５条 委員会に、委員長及び副委員長を置く。  

２ 委員長は、学識経験者の委員のうちから委員が選出する。  

３ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。  

４ 副委員長は、委員のうちから委員長が指名する。  

５ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠

けたときは、その職務を代理する。  

（会議）  

第６条 委員会は、委員長が招集する。  

２ 委員会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。  

３ 委員会の議事は、出席委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、委

員長の決するところによる。  

４ 委員会の会議は、公開とする。ただし、出席委員の３分の２以上の多数で

議決したときは、非公開とすることができる。  

 

（意見の聴取）  

第７条 委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者の出席を求め、

意見を聴くことができる。  
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（庶務）  

第８条 委員会の庶務は、教育委員会事務局において処理する。  

 

（委任）  

第９条 この条例の施行に関し必要な事項は、教育委員会規則で定める。  

 

附 則  

（施行期日）  

１ この条例は、公布の日から施行する。  

（渋谷区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部改正）  

２ 渋谷区附属機関の構成員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和２９年渋

谷区条例第８号）の一部を次のように改正する。  

 ４１ 渋谷区立学校の在り方検討委員会  委員長  １８，０００円  

委 員  １２，０００円  

（渋谷区公契約条例の一部改正）  

３ 渋谷区公契約条例（平成２４年渋谷区条例第３２号）の一部を次のように

改正する。  

（次のよう略）  
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○渋谷区立学校の在り方検討委員会条例施行規則  

平成２４年１０月１９日  

教規則第１３号  

（趣旨）  

第１条 この規則は、渋谷区立学校の在り方検討委員会条例（平成２４年渋谷

区条例第４１号。以下「条例」という。）に基づき、渋谷区立学校の在り方

検討委員会（以下「委員会」という。）に関し必要な事項を定めるものとす

る。  

 

（委員）  

第２条 条例第３条に規定する委員は、次の各号に掲げる者のうちから渋谷区

教育委員会が委嘱又は任命する。  

（１）学識経験者                ３人以内  

（２）区民                 １０人以内  

（３）区職員                 ２人以内  

（４）区立学校の校長会代表又は教職員経験者   ５人以内  

 

（傍聴）  

第３条 傍聴人の定員は、原則として傍聴席の範囲内とする。  

２ 前項に定めるもののほか、委員会の傍聴については、渋谷区教育委員会傍

聴規則（平成１４年教育委員会規則第３号）の例による。  

 

（議事録）  

第４条 委員長は次に掲げる事項を記載した委員会の議事録を作成しなければ

ならない。  

（１）委員会の開催年月日  

（２）出席した委員の氏名  

（３）議事日程  

（４）議事の顛末  

（５）その他委員会の経過に関する事項  

 

（委任）  

第５条 この規則に定めるもののほか、必要な事項は、教育長が定める。  

附 則  

この規則は、公布の日から施行する。  
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渋谷区立学校の在り方検討委員会  委員名簿  

 

  氏   名  選出区分  役   職   等  

委員長  秋田  喜代美  学識経験者  
東京大学大学院教育研究科長・教育学部長、
教授  

副委員長  髙橋  儀平  学識経験者  東洋大学名誉教授  

委員  杉山  芙沙子  学識経験者  
一般社団法人  次世代 SMILE 協会  代表理事  

渋谷スポーツ共育プラザ＆ラボ“すぽっと”  代表  

委員  大西  岳之  区民    

委員  鷲頭  和江  区民    

委員  末岡  真理子  区民    

委員  佐藤  夏生  区民    

委員  財津  宜史  区民    

委員  三浦  健人  区民    

委員  加納  一好  校長会代表  幼稚園園長会代表（千駄谷幼稚園長）  

委員  鈴木  優子  校長会代表  小学校校長会代表（鳩森小学校長）  

委員  山本  茂浩  校長会代表  中学校校長会代表（広尾中学校長）  

委員  富井  一慶  区職員  教育振興部長  

委員  松本  賢司  区職員  経営企画部長  

 

※在任期間は全て、令和２年６月１８日～令和３年３月３１日  
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渋谷区立学校の在り方検討委員会 審議経過 

 

 

 開催日 主な審議事項  

第１回 令和２年６月１８日（木）  

・委嘱状交付 

・教育長挨拶 

・委員長、副委員長選出  

・諮問 

・委員会の運営について  

・区立学校の現状について  

・今後の会議の進め方について  

第２回 令和２年７月２８日（火）  ・学校施設の目指すべき姿について  

第３回 令和２年９月１６日（水）  ・学校施設の適正規模・適正配置について  

第４回 令和２年１０月１６日（金） 
・第２回、第３回の意見の整理  

・学校施設の目指すべき姿について  

第５回 令和２年１１月１２日（木） 

・学校施設の目指すべき姿について  

・渋谷区学校施設長寿命化計画  

 素案について 

第６回 令和３年２月５日（金）  
・パブリックコメント実施結果について  

・答申案について 
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令和３年３月１日 

渋谷区教育委員会 

教育長 豊岡 弘敏 様 

 渋谷区立学校の在り方検討委員会 

 委員長 秋田 喜代美 

 

答 申 書 

 

令和２年６月１８日付け２渋教教政発第４０号の諮問事項について、次のとおり答申し

ます。 

 

記 

 

１ 渋谷区立学校の在り方検討委員会の総合的見地 

 

これまで当委員会において審議されてきた「渋谷区学校施設長寿命化計画」は、渋谷区立

の学校施設の老朽化が進む中、教育委員会が所管する小・中学校及び幼稚園施設について、

現状の把握・分析に基づき、老朽化対策はもとより、渋谷区基本構想に掲げる「ダイバーシ

ティとインクルージョン」の理念を踏まえつつ、ＩＣＴの活用を含めた多様な学習方法や児

童・生徒の発展的な学びの保障への対応等、これからの時代に適した教育環境を整備してい

くための基本的な考え方が記されています。さらに、その内容には、「学校施設の目指すべ

き姿」など、当委員会において、これからの新しい時代を意識し、ハード面のみならずソフ

ト面も含めて先見的な視野から多角的に審議されたものを集約しています。 

これを踏まえ、当委員会としては、今後、教育委員会において学校施設長寿命化計画を策

定及び推進するに当たり、留意すべき事項として以下の点について取り組まれることを望

みます。 

 

２ 学校施設長寿命化計画の策定及び推進に当たっての留意事項 

 

（1） 未来を見据えた学校づくり 

学校は、児童・生徒と教職員が日々生活する場所であるだけではなく、その学びを見

守り、育てる大切な場所です。さらに、地域の人たちの活動が加わることで、より深い

学びとなり、社会へと広げていくことが可能となります。 

  学校における未来を見据えた学びを実現するためには、学校施設や学習空間そのも

のを変える必要があり、ハードとソフトがそろって初めて本当の学びが実現するもの

です。当委員会では、そうした視点のもと、学校施設の目指すべき姿を審議しており、

今後、教育委員会においても、これを念頭に置き、その具現化に向けた研究・検討を進

めることを期待します。 

○写  
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（2） ポストコロナとその先を見据えた学校の在り方 

  新型コロナウイルス感染症の拡大は、まさに当委員会の審議期間と並行しており、社

会の仕組みや価値観が大きく変わる中、当委員会での審議内容は、ポストコロナとその

先を見据えた学校づくりに対応したものとなっています。 

  これまで当委員会で審議されてきた、従来の同質的・画一的な教室環境を見直し、学

習空間や生活空間にゆとりを持たせ、可変的な空間で学びの場を構成するという考え

は、「ニューノーマル」への対応はもとより、新しい時代の学びを支える環境整備とな

るものです。 

  また、これからの新しい時代において、学校での学びを継続するためには、オンライ

ン環境を強化し、デジタル空間とフィジカル空間を融合させた新たな学びの構築も必

要です。フィジカル空間でしかできない学びを追求しつつ、多様な学び方を支援してい

くため、これからの技術革新の進展を見据えた新しい時代の学校施設を整備する必要

があります。 

  教育委員会においては、これまでの常識が大きく変化する中、長きにわたり固定化さ

れてきた学びの概念を見直し、デジタルとフィジカルの双方を効果的に組み合わせた

り、融合させたりするなど、如何なる事態が起きても柔軟に対応できるような学びとそ

れを支える学習空間を目指していく必要があります。 

 

（3） 学校におけるバリアフリーの推進 

   学校施設においては、「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バ

リアフリー法）」の改正及び文部科学省「学校施設バリアフリー化推進指針」改訂を踏

まえ、障がい等の有無にかかわらず、誰もが利用しやすいように整備するとともに、災

害時に避難所として使用される場合に、配慮が必要な高齢者や障がい者等が利用する

ことを想定して整備を進めていくことが必要です。 

例えば、避難所として使用される屋内運動場等から車椅子使用者用トイレに円滑に

アクセスできるよう、車椅子使用者用トイレや経路を適切に整備する必要があります。

また、建物内部だけでなく、建物間や駐車場から建物までの経路等も含めて学校内の円

滑な移動が確保できるようバリアフリー化を目指すことが重要です。 

さらに、新学習指導要領に基づき、学校で心のバリアフリー教育が実施されることを

契機に、誰もが子供の頃から心のバリアフリーを意識することができるよう効果的に

推進する必要があります。 

 

（4） 少人数によるきめ細かな指導体制の計画的整備と適正規模 

 当委員会での学校の適正規模・適正配置に関する審議では、少人数によるきめ細かな

指導体制・環境整備について、今後の国等の動向を踏まえた検討が必要であるとしてき

ました。これに関して、令和２年１２月に、国から計画的な整備の考えについて方向性

が示されており、学校施設長寿命化計画においても、国の方向性を踏まえた計画とする

必要があります。 
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また、適正規模等については、当委員会の審議においても、小規模校・大規模校それ

ぞれにメリット・デメリットがあるものの、学校の教育環境は、様々な条件により総合

的に整えられるものとしています。学校の規模及び適正化を図ることは、子供の成長に

とって望ましい教育環境を構成する重要な要件であること、また、学校規模や配置など

の物理的側面が、子供同士の人間関係、学校としての教育指導や学校運営に様々な影響

を与えることから、子供たちが一体感のある充実した集団生活を展開し、豊かな学校生

活を送るためには、様々な観点からより望ましい学校規模を検討していく必要があり

ます。  

このため、教育委員会においては、引き続き、今後の国等の動向を踏まえながら、子

供の教育環境の改善を中心に据えた適正規模・適正配置の検討を進めていくことが重

要です。 

 

＜少人数によるきめ細かな指導体制の計画的な整備について＞ 

 

 ■ 学級編成の標準の計画的な引き下げ 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 

小学校 

（40人→35人） 
小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 

（文部科学省資料より抜粋） 

 

 

（5） 学校を中心とした他の公共施設との複合化・共用化 

学校施設と他の公共施設等との複合化は、各公共施設を単独で整備する場合よりも

高機能で多機能なものとしたり、児童・生徒を含めた地域住民同士の交流の機会を創出

したりするものとなり得るものです。 

また、学校施設との併設という特徴を生かすことで、児童・生徒の多様な学習形態や

体験活動を可能にし、学校生活を通して課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学

ぶ学習、いわゆる「アクティブラーニング」など、学びを深く豊かにすることを促す施

設環境づくりの一つの手法としても期待されます。 

さらに、地域にとっても生涯学習の場となるとともに、伝統文化や行事の継承などを

通して、地域のコミュニティの形成にも寄与するほか、様々な人材が集まるという特徴

を生かし、学校運営への支援が行われることなども期待できます。 

こうしたことから、今後、教育委員会において他の公共施設との複合化を検討するに

当たっては、単なる施設の合築ではなく、地域特性を踏まえながら、学校の特色づくり

や地域との連携等による教育上の効果が期待でき、学校本来の機能と地域コミュニテ

ィの充実との相乗効果による新たな価値が創出されることを目指した検討を進めてい

く必要があります。 
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（6） 学校施設長寿命化計画の推進 

学校施設長寿命化計画の確実な推進に当たっては、推進体制の構築と将来のコスト

負担を縮減するための創意工夫が求められます。 

学校施設を含む公共施設については、今後、人口減少や少子高齢化等による利用需要

の変化等に対応するために、区内全体の施設の状況を把握し、長期的な視点から公共施

設の更新・統合・長寿命化を行い、財政負担の軽減・平準化、最適な配置を実現してい

くことが求められると認識しています。 

こうした背景からも、将来を見据えた学校施設の実現に向けて、教育委員会と区長部

局の関係所管が連携・調整を図り、知恵を出し合い、新たな学びのビジョンを共有しな

がら、計画を着実に進めていくことが重要です。 

また、新しい学びのための施設は、貴教育委員会がこれまで経験したことのないもの

とも考えられます。このため、外部専門家等の経験や、新しい施設に対する豊かな発想

と知識、課題への対応力などを積極的に活用することも有効であると考えられます。 

一方、将来のコスト負担に関しては、学校施設長寿命化計画のとおり、今後、改築・

大規模改修のための多額の財政的な支出が見込まれ、渋谷区においても、大きな財政負

担となることが予測されます。老朽化した学校施設の計画的な改築・長寿命化改修を確

実なものとするためには、区長部局とも連携しながら、多様な整備手法を検討し、将来

の負担コスト縮減を図る必要があります。 

このことから、例えば、区や地域にある資産の有効活用のほか、民間活力を活用し周

辺環境との調和を図った施設整備や、民間事業者の能力・ノウハウや資金を活用した新

しい事業手法等も検討しつつ、学校施設の老朽化対策の着実な推進のため、児童・生徒

の成長を支える場にふさわしい環境の形成に向けた効果的・効率的な整備を進めるこ

とが望まれます。 

 

３ 答申書別紙 

別紙１ 学校施設の目指すべき姿について 

 別紙２ 施設整備の考え方について 
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学校施設の目指すべき姿（別紙１） 

学校施設は、教育活動を行うための基本的かつ重要な要素の一つであり、児童・生徒のより豊か

で発展的な学びを保障していくためには、充実した施設環境を確保していくことが求められます。  

同時に、学校施設は、地域住民等の多くの人々が関わる施設です。渋谷区基本構想では、未来像

を「ちがいをちからに変える街。渋谷区」としており、多様性をエネルギーに変えていくダイバー

シティ＆インクルージョンが掲げられています。人種、性別、年齢、障がい、様々なちがいは未来

を動かす力となります。人権に配慮し、子供だけでなく、学校に集う人々の尊厳を守る学校づくり

も求められるなど、時代の変化に応じた整備を実施していく必要があります。  

一方、当区の学校施設は、1960 年代から 1970 年代にかけての児童・生徒数の急増時に建設され

たものが多数あり、その施設の約 75％が建築後 30 年以上を経た現在、建物内外部や設備配管機器

等の老朽化が進んでおり、これらへの対応が求められています。 

さらに、当区の児童・生徒数が 2025 年をピークに減少に転じる予測であることを勘案し、学校

環境の整備を実施する必要があります。このような中で、当区では、施設の安全性の確保を第一と

し、さらに、時代の要求に応じて、学習環境や生活環境の向上、地域との連携・協働等も見据えな

がら、学校施設づくりを進めていきます。このため、下記のとおり「学校施設の目指すべき姿」を

掲げ、今後の環境整備に取り組んでいきます。 

 

１  安全性の確保  

（１）建築物としての性能向上 

〇 学校施設は、児童・生徒や教職員が使用するだけでなく、地域の拠点として多くの人が集う

場です。このため、事故や事件等が発生することのない、安全・安心な環境を整えることが不

可欠であり、施設・設備の老朽化対策はもとより、安全性及び機能の確保・強化に取り組み、

安全・安心な学校施設を目指します。  

〇 安全性の確保として、構造体の耐震化だけでなく、天井や外壁等の非構造部材やブロック塀

などの工作物を含め、学校施設全体の安全性を高めていくことは引き続き重要であり、このた

め老朽化対策や維持管理をしっかりと行っていくことが重要です。 

また、児童・生徒や地域住民等の多様な人々が利用することを踏まえ、利用形態に応じた事

故の発生防止や防犯機能（ＩＤ管理、人的配置等）の確保、地域等に開放するエリアを明確に

区分した計画にするなどの配慮も重要です。 

（２）防災拠点としての機能強化 

〇 学校施設は、災害時における地域の避難所として重要な役割を担っており、その役割を十分

に果たしていくためにも、避難所としての防災機能を一層強化していくことが必要です。トイ

レや備蓄倉庫、情報通信設備、電力等の確保を図るとともに、災害時には地域住民にも開放す

ることも想定し、避難所機能を前提としたレイアウトやセキュリティの確保、人権への配慮に

ついても考慮することが重要です。また、障がい者に配慮したトイレやエレベーターの設置等、

ユニバーサルデザインの採用やバリアフリー化を行い、利用者すべてに優しい学校施設として

いくことが必要です。 

例えば、避難所として使用される屋内運動場等から車椅子使用者用トイレに円滑にアクセス

できるよう、車椅子使用者用トイレや経路を適切に整備したり、建物内部だけでなく、建物間
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や駐車場から建物までの経路等も含めて学校内の円滑な移動が確保できるようバリアフリー

化を目指すことも重要です。 

  

２  学習・生活環境の向上  

（１）学校施設の多様性を踏まえた機能性・利便性の向上 

〇 放課後も含めて、児童・生徒の生活の場である学校施設には、特別な支援を必要とする児童・

生徒に対しても、安心かつ快適な環境であることが求められます。生活様式の変化や社会の多

様性を踏まえ、また、ICTの活用も図りながら、機能性や利便性を高めることが重要です。 

（２）インクルーシブ教育の推進 

〇 インクルーシブ教育の推進に向けて、施設のバリアフリー化や誰もが使いやすいユニバーサ

ルデザインの採用等を一層進めていく必要があります。「高齢者、障害者等の移動等の円滑化

の促進に関する法律」の改正及び文部科学省「学校施設バリアフリー化推進指針」改訂を踏ま

え、障がいの有無に関わらず、誰もが利用しやすいように整備するとともに、子供たちが一緒

に学んでいくために教室配置等の動線を工夫し、児童・生徒が円滑に移動できるだけでなく、

自然に交流が生まれる計画とすることが重要です。 

  また、新学習指導要領に基づき、小・中学校で心のバリアフリー教育が実施されることを契

機に、誰もが子供の頃から心のバリアフリーを意識することができるよう推進する必要があり

ます。 

（３）主体的・対話的で深い学びを支援する学習空間 

〇 これからの子供たちは、未来を予測することが困難な社会を生き抜いていく必要があります。

そのために、基礎基本となる知識の定着を図り、知識の応用力、活用力を育むとともに、発達

段階に応じて自ら学び成長し続け、他者と協力して新たな価値観を創造し、自律的に自分の未

来を切り開いて生きていくための力を育む教育が必要です。   

今後の施設整備に当たっては、こうした学びに対応できる学習環境の整備が求められていま

す。例えば、フリースペースやラーニングスペースなど、個人や協働で、主体的かつ自由に、

自ら学び、考え、判断したことをかたちにすることや、課題発見・調べ学習、グループワーク

等の多様な学習スタイルに対応できる学習空間、子供同士の触れ合いやコミュニケーションが

活発となる生活空間を検討することも重要です。 

○ 子供たちの学びが学校の中から外へと広がるよう、世代を超えた地域の人や企業等が、子供

たちと協働し共創するための、学校外にも開かれたオープンスペース等の空間づくりも必要で

す。協働・共創体験の積み重ねは、学びの領域が学校外にも広がり、子供たちのクリエイティ

ビティの向上にもつながることが期待できます。 

（４）変化に対応できる施設整備 

〇 これらの空間づくりにおいては、従来の同質的・画一的な教室では不十分であり、これから

は、様々な学びのスタイルに柔軟に対応できる可変性の高い空間が必要です。従来の教室環境

を見直し、学習空間や生活空間にゆとりを持たせ、可変的な空間で学びの場を構成することは、

「ニューノーマル」への対応はもとより、新しい時代の学びを支える環境整備となるものです。 

さらに、中長期的な視点から可変性の高い空間をつくることは、将来的な少子化や新たな学

びが導入された場合等にも対応しやすくなります。 
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このため、当初の設計の段階から、短期、中期、長期のそれぞれの期間に応じた施設整備の

フレキシビリティを考慮した計画とすることが重要です。 

（５）教職員の働く場としての機能向上 

〇 学校施設は児童・生徒の学習・生活の場であるとともに、教職員が働く場でもあります。 

多様な学びを支える教職員の執務空間についても、教職員間の情報共有や探究の場として有

機的に機能し、チームとして児童・生徒を支援できる環境を整備することが必要です。教職員

がより効果的・効率的に授業の準備や研修、様々な校務等を行うことができる執務環境を確保

することが重要です。これらにより、教職員の負担軽減と働き方を変革していくことが求めら

れます。 

（６）学校の特色づくり 

〇 学校施設のハード面の機能向上等と合わせて、ソフト面での取組も重要です。学校の教育環

境は、様々な要素により総合的に整えられるものであり、未来の子供たちにハード・ソフトの

両面からより良い教育環境を検討する必要があります。 

  AIをはじめとする先端技術の急速な進歩やグローバル化の一層の進展を踏まえると、ICT教

育と外国語教育は、区立学校のスタンダードとして構築することが重要です。その上で、地域

特性や「渋谷区まちづくりマスタープラン」等を踏まえながら、産官学民の地域資源をも活か

した特色づくりを積極的に進める必要があります。併せて、子供たちが主体的に、「学校らし

さ」を作っていくことも、学校の特色・個性につながります。 

  当区の特色でもある ICT教育に関しては、様々な分野の学び方に対応した ICT利活用を進め

るとともに、教職員の人材育成はもとより、子供たちが ICTを活用して、自発的に探究し、自

ら先導的に学びの場を形成していくことも大切です。 

  

３  地域とともにある学校施設づくり   

（１）多様な人材の参画による開かれた学校運営の推進 

〇 児童・生徒の豊かな学びや成長のためには、学校だけでなくコミュニティスクール等の地域

の参画を得た上で、学校と地域が一体となって教育を推進していくことが重要です。学校は地

域のシンボルであり、家庭や地域の関係者の協働・支援により運営されることで、地域との交

流が強まっていきます。このため、多様な人材等による学校運営への参画のための執務スペー

ス等の確保や、地域の活動の拠点となるようなスペースを確保することが重要です。 

〇 これまで学校教育は、学校施設の中での学びを中心としてきましたが、これからは、地域や

社会の人との交流や協働の中で、現実社会での課題と向き合いながら、探究的な学びを実践し

ていく「拡張された学校づくり」が重要になってきます。このため、学校自身が意識改革を図

り、一層、地域に開かれた学校づくりを進めるとともに、施設整備の面からは、児童・生徒が

容易に外の社会との関係を構築できる空間づくりが求められます。 

（２）区民施設との複合化、共用化 

〇 学校施設については、単に教育施設としての機能を追求するばかりでなく、地域の拠点とし

てコミュニティの創出につながるシンボル的な存在として捉える必要があります。さらに、多

様な人々の利用を前提としたユニバーサルデザインや、避難所としての機能にも配慮すべきで

す。 
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〇 学校施設に地域の公共施設の機能を併せて整備することで、施設の高機能化とともに公共資

産の最適化を図ることができます。例えば、学校施設の整備と一体的に、図書館やホール、ス

タジオ等を地域の施設として高機能化して整備し、あるいは学校に標準的に整備されているプ

ールや運動場を地域に開かれた区民施設として整備し、学校と地域が共用することも考えられ

ます。 

  また、学校施設と他の公共施設等との複合化は、児童・生徒を含めた地域住民同士の交流の

機会を創出したり、学校施設との併設という特徴を生かすことで、児童・生徒の多様な学習形

態や体験活動を可能にし、学校生活を通して課題の発見と解決に向けて主体的・協働的に学ぶ

学習、いわゆる「アクティブラーニング」など、学びを深く豊かにすることを促す施設環境づ

くりの一つの手法としても期待されます。 

さらに、地域にとっても生涯学習の場となるとともに、伝統文化や行事の継承などを通して、

地域のコミュニティの形成にも寄与するほか、様々な人材が集まるという特徴を生かし、学校

運営への支援が行われることなども期待できます。 

このように、学校施設を含めた公共施設を地域の施設として活用することで、整備費用の縮

減や利用率の向上のほか、地域との連携による教育上の効果、施設管理の教職員の負担軽減、

維持管理コストの縮減等も期待できます。 

  なお、学校施設を地域で利用する場合は、開放エリアをゾーニングし、教育・地域それぞれ

で活用するエリアを明確に区分するなどの防犯上の配慮が必要です。 

〇 区民施設との複合化に当たっては、単に施設を合築するのではなく、地域特性を踏まえつつ、

学校の特色づくりや地域との連携による教育上の効果が図られることが望ましく、学校本来の

機能と地域コミュニティの充実とが、相乗効果により新たな価値を創出していくことが大切で

す。 

（３）地域資源の更なる活用 

〇 学校を取り巻く地域資源として、産官学民との連携も重要です。区内には、多種多様な企業

等が集積しており、これらの地域資源を最大限活かしながら、継続的に学校の教育的ニーズを

解決又は補完するような関係づくりも重要です。 

  

４  今後の教育・学校の在り方  

「選ばれる、選んで良かった渋谷区立」となるために 

〇 教育環境は、学校施設のみならず教育の本質を含めて、ハードとソフトの双方からより良い

環境を整える必要があります。時代とともに変化する多様な学びのスタイルに、学校は対応し

なくてはなりません。 

これからの新しい時代において、学校での学びを継続し、子供の豊かな学びや成長のために

は、オンライン環境を強化し、デジタル空間とフィジカル空間を融合させた新たな学びの構築

や、オンライン環境等を一層活用しながら、周囲の学校・企業等と連携した学習活動や部活動

等も考えられます。フィジカル空間でしかできない学びを追求しつつ、多様な学び方を支援し

ていくため、これからの技術革新の進展を見据えた新しい時代の学校施設を整備する必要があ

ります。 

これまでの常識が大きく変化する中、長きにわたり固定化されてきた学びの概念を見直し、

如何なる事態が起きても柔軟に対応できるような学びと、それを支える教育環境を目指してい
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く必要があります。 

渋谷区の未来像である「ちがいをちからに変える街。渋谷区」の実現に向けて、ダイバーシ

ティ＆インクルージョンの理念のもと、区立学校・幼稚園が一体となり、多様な方策を展開し

ながら、「選ばれる、選んで良かった渋谷区立」となることを目指します。 
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施設整備の考え方（別紙２） 

学校施設の置かれている実態を踏まえつつ、「学校施設の目指すべき姿」を見据えた整備を進め

ていくに当たり、より効率的で効果的な施設整備を実施していくため、以下の考え方を基本的な方

針として設定します。 

 

（１）基本的な整備水準の確保 

原則として、すべての児童・生徒が、時代の趨勢にあった環境で等しく教育を受けることが

できるよう、基本的な整備水準を確保して、学校施設の整備を実施します。 

 

（２）施設の老朽化対策・安全性の確保 

施設・設備の老朽化対策や安全性確保を最優先に考えます。 

施設の老朽化への対応について、「改築」と「長寿命化」を併用し、統合の見通し等に留意し

ながら適切な時期に適切な内容の保全や老朽化対策等を実施します。 

 

（３）多様なニーズへの対応 

「学校施設の目指すべき姿」の実現に向けた整備には多額の費用を要し、すべてを一斉に実施

することは困難であるため、「優先度」や「整備のタイミング」の検討が必要です。 

これからの時代に適した学校施設環境を整えるため、費用対効果や実現可能性、整備のタイ

ミング等をふまえながら、多様なニーズに対応するための施設整備の検討を進めていく必要が

あります。 

 

「施設整備の考え方」を図示すると、図のようになります。 
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【図 施設整備の考え方】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校施設の目指すべき姿

１．安全性の確保

２．学習・生活環境の改善

３．地域とともにある学校づくり

４．今後の教育・学校の在り方

• 原則として、すべての児童・生徒が、時代の趨勢に
あった環境で等しく教育を受けることができるよう、
基本的な整備水準を確保して、学校施設の整備を実施

基本的な整備水準の確保

• 施設・設備の老朽化対策や安全性確保を最優先に考え
る

• 施設の老朽化への対応について、「改築」と「長寿命
化」を併用し、統合の見通し等に留意しながら適切な
時期に適切な内容の保全や老朽化対策等を実施

施設の老朽化対策・安全性の確保

• 「学校施設の目指すべき姿」の実現に向けた整備には
多額の費用を要し、すべてを一斉に実施することは困
難であるため、「優先度」や「整備のタイミング」の
検討が必要

• これからの時代に適した学校施設環境を整えるため、
費用対効果や実現可能性、整備のタイミング等をふま
えながら、多様なニーズに対応するための施設整備を
検討

多様なニーズへの対応

施設整備の考え方
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これからの時代に適した学校施設環境を整えるため、費用対効果や実現可能性、整備のタイミング等を 

踏まえながら、多様なニーズに対応するための施設整備を検討を進めていく必要があります。 
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